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学校の概要 
 

 

１． 学校の設置者 

ベルエポック美容専門学校は学校法人東京滋慶学園が設置しています。学校法人東京滋慶学園は、共通の理念のもとに専門学校を全国に運営する滋慶学

園グループの構成法人です。 

２． 開校の目的 

  ベルエポック美容専門学校は、美容に関する高い専門技術、知識、情報力、感性、創造力、コミュニケーション力をもった「美と健康のコーディネータ

ー」を育成します。その育成を通じて、若者から高齢者まで幅広い世代の人々が心と身体ともに美しく、豊かに生きていける社会づくりに貢献する目的で

開講しました。 

３．校長名、所在地、連絡先 

学校長 前川昭男  所在地 東京都渋谷区神宮前３－２６－１  連絡先 ０３（３４２３）９０９０ 

４．学校の沿革、歴史 

 ２０００ 学校法人東京生命科学学園として開校（厚生労働大臣指定 美容師養成施設 東京都専修学校の認可校） 

 ２００３ ベルエポック美容専門学校 第２校舎完成 

 ２０１３ 学校法人東京滋慶学園に法人変更 

 ２０１４ ヘアメイク科設置 

美容師科 職実践前門課程認定 

 ２０１５ 法人住所変更 

 ２０１６ ４月 新学校長として元東京医科歯科大学名誉教授 大谷啓一先生が就任 

 

５．その他の諸活動に関する計画（防災計画） 

避難訓練 平成 29 年 1 月 16 日実施 
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自己点検･自己評価に対する姿勢 
 

 

2005 年 3 月に発表された文部科学省「専修学校の振興についての協力者会議」報告の中に、専門学校の持つ職業教育力の特徴は、「専門的な教育と職業観を

涵養する教育とが一体的かつ効率的になされている」点にあると記載されています。一人ひとりを目指す職業に向けて専門的にも人間的にも一定のゴールに向けて

育成する教育、つまり職業人教育※は、専門学校においてのみ可能なことです。 

本校は、一人ひとりが目標を達成できるよう、職業人教育の正しい目標設定と目標に到達させる教育システム※の開発に取り組んできました。 

実践的な職業人教育を目的とした自らの教育活動、学校運営について、社会のニーズをふまえた目指すべき目標を設定し、その達成状況や達成に向けた取り組

みの適切さ等について自ら評価、公表することにより、学校として組織的・継続的な改善を図っていきます。 

※ 職業人教育 職業人教育を我々は以下のように定義します。 

職業人教育=キャリア教育＋専門職業教育  

キャリア教育とは、職業人として必要な基礎的な知識・技能・態度の教育 

専門職業教育とは、特定の職業に就くための専門的知識、技能、態度の教育 

※ 教育システム 広義の教育システムを「養成目的と教育目標」（養成目的はその学科の社会的ニーズ、教育目標は卒業時到達目標）、「目標達成プロセス」（カリキ

ュラム、学年暦、時間割、シラバス）、「目標達成素材」（教科書、教材、教育技法）、「目標達成支援人材」（担任、専任講師、非常勤講師）、「評価基準」（透明性、公

平性、競争性）の 5 要素で考えています。 
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学校関係者評価委員会の構成と意義 
 

 

自己点検・自己評価を行なうにあたり、学校関係者評価委員会を組織します。本評価委員会を組織することによって、学校の教育活動そのものの質の向上、学校

運営の改善・強化を推進していきます。 

学校関係者評価委員は学生保護者、卒業生、関係業界、高等学校、地域住民、自治体関係部局などの関係者で構成し、自己点検・自己評価の結果に基づいて行

なう学校関係者評価の実施とその結果の公表・説明をおこない、学校関係者からの理解と参画を得て、意見、評価をもらいます。 

学校関係者評価委員会を活用し、学校の現状について適切に説明責任を果すとともに、地域における学校関係者と学校との連携強化を推進し、日々教職員の教

育力・運営力向上に努めていくことを約束いたします。 

  



４ 
 

教育理念 
 

 

① 実学教育 

 現場で即戦力となる知識・技術（テクニカルスキル）を身につけます。 

現場実習や学内サロン実習、産学協同プログラムなど、美容の現場で必要な技術・態度・心構えを身につけます。特に、原宿という美容とファッションの最先端の街にある立地を

活かした実習（サロン実習、撮影実習、ファッションコーディネイト）は特色といえます。 

また、美容業界内で職種ごとに必要な資格を取得する知識や技術も同時に身につけていきます。 

 

② 人間教育 

いかなる職種でも必要なプロとしての身構え、気構え、心構えを持った職業人を養成します。 

専門職として仕事をする上で、サービス力、コミュニケーション力が求められています。いかに技術的に優れていても人間性に欠けていたら信頼される職業人にはなれません。

学校生活のなかで、いかに人間力を高める教育ができるかが重要になっています。まず、開学以来『今日も笑顔で挨拶を』を標語として掲げ、あいさつを習慣にする指導に取り組

んでいます。さらに学生サロンなど実習で、実際のお客様に対応することで、プロ意識を醸成するとともに、気づきの機会を与え、サービス力、コミュニケーション力を実践の場で

身につけることができる環境をつくっています。 

 

③ 国際教育 

在学中から、国際教育や海外研修を通じて、より広い視野でモノを捉える国際的な感性を養います。 

美容はグローバルなビジネスです。プロとして仕事をする上で、海外のお客様や取引先と接する機会はますます増えていきます。それぞれの分野で先進的な取り組みをしてい

る海外の学校や団体などに赴き、学ぶことができる海外研修を実施しています。『自分を愛することの出来ない人に、他人を愛することは出来ない』をモットーに、日本人としてのア

イデンティティを確立したうえで、価値観や文化の違いを尊重できるよう導きます。 

 



５ 
 

学校の目標 
 

 5 ヵ年の目標（2013 年度から 2017 年度までの 5 年間に、以下の目標を達成します） 

１．中退者を０にする 

２．専門就職率９５％以上を毎年継続する（※１） 

３．１年以内の離職者を０にする（※２） 

目標の意図 

１．専門学校の中退がきっかけでニート、フリーターになるリスクは高く、その予防は社会的使命といえます。また、中退は学生個人の問題に帰属すると

とらえず、私たちの教育力、学生の支援力に課題があるととらえ、教育力の向上に取り組んでいます。 

２．学生が学んだ専門性を活かした就職ができるかが専門学校の教育力の価値になると考えています。単なる就職ではなく、専門就職にこだわり、データ

を公表しています。専門就職率という用語は本校独自のものであり、他の大学、専門学校を含めてデータを公表している学校はまだ少ないと言えます。 

３．就職した学生が 1 年以内に離職してしまうということは、就職先と本人のやりたいこと、適性が合わなかった可能性が高く、学校のキャリア支援に問

題があると言えます。このようなミスマッチを 0 にすることを目標とし、そのために就職後の卒業生の情報収集とキャリア支援を徹底して行なってい

ます。 

目標を達成するための方策 

１．キャリア教育の推進   
入学前より、職業観とその職業に必要な態度についてより深い理解を促します。また、全ての職員がキャリア教育の観点を持って学生対応できるよう

に研修を行います。 

２．ＦＤ活動の強化※   
学生一人ひとりが目標をクリアする力を身につけるための授業力、教授力の向上をはかります。講師の研修会の実施、新任講師の OJT 研修、コマシラ

バス,小テストをはじめとする教育システムの質的向上をはかります。 

３．産学協同教育の推進  
現場実習やインターンシップなど業界と学校が積極的に連携し、人材養成と業界とのマッチングをはかります。 

  ※ＦＤ (Faculty Development の略) 教育力向上のための実践的とりくみ 

※１ 専門就職 

 学科、コースで学んだ専門性を活かすことができる就職先 

※２ 1 年以内の離職 

 学校を卒業し、就職した後、1 年以内で離職した者 
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学校組織の整備 
 

①サッカー型組織 

   私たちの学校は大きく 4 部門（教務、企画、就職、総務）で構成しています。それぞれの部門で働く教職員の職務分掌は、 

固定しているものと、変化するものがあります。 

機に応じて役割が変化したり、通常の役割を越えて働くことを良しとする、サッカーのような組織を理想としています。 

   

 

②職務分掌 

理事会 グループ総長 滋慶学園グループ全体の運営方針、人事の決定を行なう。 

法人理事長 滋慶学園グループの運営方針に基づき、法人の学校方針実現に向けて助言・諸活動を行なう。 

常務理事 滋慶学園グループの運営方針に基づき、グループ校の運営方針の決定を行なう。 

学校長 建学の理念を体現し、教育、指導運営において、周知徹底に寄与する。 

副学校長 学校長を補佐・代行し、学校業務の質と実績を高めるために助言・諸活動を行なう。 

エリア長 常務理事を補佐し、グループ校の運営方針を遂行するとともに、各学校責任者の指導、助言を行なう。 

教職員 事務局長 学校責任者として事業計画を作成し、学校運営にかかわる全ての意志決定の責任を負う。 

教務部長 学校運営全ての業務において、事務局長を補佐し、事業計画実現に向け諸活動を行なう。 

学部長・学科長 学部・学科の事業計画の作成、運営にかかわる全ての意志決定の責任を負う。 

ＦＤＣ '(Faculty Development  Coordinator) 

各学校毎に教育力【１．計画：カリキュラム ２．運営：授業 ３．評価：試験フィードバック】向上のための教育改革項目について分析

し、改革案を作り、改革実施を評価し、修正提言する。 

広報センター長 学校広報目標について、事務局長の監督のもと、各リーダーと連携をとりながら、その実現に責任を負う。 

キャリアセンター長 学校就職目標について、事務局長の監督のもと、各リーダーと連携をとりながら、その実現に責任を負う。 

学生サービスセンター長 学校予算の管理、教職員、及び学生の環境整備について、事務局長の監督のもと、各リーダーと連携をとりながら、その向上のため

の責任を負う。 

スタッフ職 個別業務の執行について、上長の監督のもと、全般的な意思決定を行なう。事業計画、教育目標達成に向けた業務、プロジェクトや

委員会活動など部署横断的な活動に対し積極的にその諸活動を行なう。 

広報 

 

教育 

 

就職  

総務 
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学校組織の整備 
 

③学習する組織 

 私たちの学校は、学内において教職員が組織的に学習に取り組み、スタッフ一人ひとりが成長できる組織を目指しています。そのために、学習する組織のあり方

と、学校運営の方法の確立に取り組んでいます。 

 １．知の蓄積と伝承を促す組織的学習システムの構築 

   学習グループの推奨 学校の基本単位は教務部と事務部で、それぞれ学部、学科、センターがあります。5 名内外のメンバーで構成されるそのチームを学習グル

ープとして位置づけます。また、クロスファンクショナルなチーム（プロジェクトや委員会など）も同様に学習グループとして位置づけ、自問自答と対話と探求による学

習を行ないます。 

 ２．自問自答と対話と探求による意思決定システム 

  自問自答 会議・研修は事前準備され、目的、議題、資料などは事前に参加者に配布します。参加者は事前に自分なりの考えと、なぜ自分はそう考えるのかを問い

詰めてから参加します。主催者は、あらゆる個人のあらゆる問い、疑問、質問を尊重し、傾聴する場づくりに努めます。大切なのは自答ではなく、自問です。考え、調

べ、学ぼうとする個の力を育成するのがねらいです。                                           

  対話（ダイアローグ） 主催者はすべての参加者が役職や立場などに関わりなく平等に議論する場をつくるよう努めなければなりません。主催者と参加者は、対話の

結果たどり着いた合意が、単なる妥協や組織内政治の結果ではないか、本質的な問いとなっているか、組織の原則・基本理念と整合しているか、をよく検証する必要

があります。 

  探求（根拠を問う）の推奨 問いや主張が対立し、平行線をたどるような場合、相互の主張や考えの背後にある事実やデータについて議論するよう、心がけなければ

なりません。それぞれが主張する推論の根拠を問い、誰が正しいのか？ではなく、なにがより筋の良い問いであり、仮定であるかを大切にします。 

         会議のシステム 

   

学内会議 

【全体会議】 月 1 回 全教職員 

【運営会議】 月 1 回 エリア長、局長、次長、学科長、センター長 

【学科、センター会議】 月 1 回 学科、センタースタッフ 

【就職委員会】 月 1 回 キャリアセンタースタッフ、卒業学年担任 

【ＴＢＭ（Tool Box Meeting）】朝礼、終礼、他適宜 

グループ会議 

 

【グループ戦略会議】 月 1 回  
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学校組織の整備 
 

④意思決定システム（コミュニケーション一覧） 
方法 目的 実施回数 主催者 対象者 

常務会 滋慶学園グループ運営の最高決議機関 7 回／年 総長 常務理事・指名者 

グループ戦略会議 グループ最高議決機関。戦略及びその実行計画を決定する。戦略実施の中間チェックを行なう。参加

メンバーが戦略作りの要諦を学ぶ場である。 

6 回／年 常務理事 エリア長・指名者 

運営会議 グループ戦略会議に基づく学校毎の事業計画作成、実施チェックを行なう。学科長クラスの目標達成

力及び問題解決力を育成強化する。 

1 回／月 事務局長 部署リーダー 

全体会議 建学の理念、4 つの信頼を基に第５期 5 ヶ年計画と 2013 年度事業計画の諸方針に従った日常業務の

遂行方法を学ぶ。学科部署を越えた共通の課題から、特に重要な問題について認識を共通にする。 

1 回／月 事務局長 全教職員 

部署別会議 各部署の年度目標達成に向けて発生する様々な問題を協議、解決する。 1 回／月 部署リーダー 全教職員 

プロジェクト 事業計画達成に向けて、部署を横断的に協議する。 適宜 リーダー プロジェクトメンバー 

ミーティング 

O・N・O ※ 相互の情報交換や特定の問題、状況、関心事について時間をとって話をすることにより、ｽﾀｯﾌ、ﾄﾚｰﾆ

ｰへﾉｳﾊｳやｽｷﾙを伝え、問題解決、発見につなげる。 

適宜 マネージャー・トレーナー スタッフ／トレーニー 

講師 O・N・O 教育ｼｽﾃﾑ改革に基づく授業運営、教育方針の徹底をはかり、問題発見の機会とする。 １回／年 事務局長・教務リーダー 講師 

TBM（ツールボックスミーティング） 問題解決の場として適宜実施し、業務の改善をはかる。 適宜 教職員 関係教職員 

朝礼・終礼 お互いの問題発見の報告、対策の周知の場とする 毎日 事務局長 全教職員 

E・メール 

議題･議事録 議題配信：事前準備を促し、会議への参加意欲を高める。議事録配信：決定事項の内容確認や伝達に活用する 適宜 議長・書記 参加メンバー全員 

※ O・N・O  ONE・ON・ONE の略 1 対 1 の面談 
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学校組織の整備 
 

 ⑤滋慶教育科学研究所  

  滋慶教育科学研究所（略称 JESC、以下 JESC という）は、滋慶学園グループ傘下各校の教育の質的向上を目指す一般財団法人です。本校が参加する JESC の主

な研究、研修活動には以下のものがあります。 

滋慶教育科学学会 
滋慶学園グループの各校の教育実務・技法等の研究成果の発表、社会貢献に資するための職員の研鑽と人材育成

の場として毎年開催しています。 

ＪＥＳＣ教育部会 美容教育部会 
美容に関連する学科、コースを設置している学校で部会活動を行なっています。活動内容は、情報収集、資格試験デ

ータ分析・データ管理、講師、実習、求人の相互活用、模擬試験問題作成などです。 

教務マネジメント研修 教務マネジメントに携わるマネージャーを対象に研修を行ない、教務マネジメント力の向上を目指しています。 

教職員カウンセラー研修 
すべての担任と、直接学生と接点を持つ前教職員が２年間にわたってカウンセリング研修を受けることを義務付けてい

ます。カウンセリング研修で得た知識技術を活かし、学生カウンセリングを行なっています。 

OJT トレーナー研修 新入職者に対してトレーナーとしての心構え及びトレーナーに求められるスキルを学びます 

新入職者研修 
学園に入職して仕事を始めるにあたって、学園の理念や原理原則を理解し、自分らしさを活かして仕事を楽しめるよう

研修を行なっています。 

⑥学内研修体制 

私たちの学校は、学内において学習に取り組み、スタッフ一人ひとりが成長できる組織を目指しています。そのために、学習する組織のあり方と、学校運営の方法の

確立に取り組んでいます。 

スタート研修 
学園グループ、学校の 5 ヵ年の計画を理解したうえで、単年度の事業計画を落とし込み、各部署、個人の単位まで目

的、目標、行動計画を作成します。 

教務研修 担任のクラス運営、学生支援力を高めるための研修を行なっています。 

広報（入学前教育）研修 
広報は入学前教育の考え方をもとに、学生募集や受験生のサポートなど、一人ひとりの適正に合わせた進路指導がで

きるよう研修しています。 
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２８年度の重点課題 
 

平成 28 年度の重点目標は、本校が平成 25 年度より取り組んでいるこれまでの流れを受け、特に平成 27 年度の自己点検・自己評価をうけて下記の 2 点を

重点目標とする。 

 

１．本校が独自に実施する「原宿コラボレーション」において、本校と原宿の地域文化・企業との連携をさらに推進し、原宿、表参道で

必要とされる「感性」と「技術」を持った人材育成ができる教育システムを具体化し、カリキュラムに科目として反映させる。 

美容とファッションの職業教育機関として、業界現場での実践的な活動は最重要である。最新の現場経験ができる「原宿コラボレーション」を、全学

科科目として導入し、全ての学生生が履修科目として単位修得できる環境を整える。 

 

 

２．美容・ファッション業界に人材を送り出す職業教育機関として、現場で求められるヒューマンスキルの中から、特に「あいさつ」を

強化した指導をおこない、全ての学生があいさつできるようになる。 

美容・ファッション業界で活躍するには、他者との良好な人間関係を構築・維持するためのヒューマンスキルが重要である。ヒューマンスキルの中で

最も基本となる「あいさつ」を強化した教育システムを構築する。 
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平成２８年度重点目標達成についての自己評価 

平成２８年度重点目標 達成状況 今後の課題 

１．本校が独自に実施する「原宿コラボレーショ

ン」において、本校と原宿の地域文化・企業

との連携をさらに推進し、原宿、表参道で必

要とされる「感性」と「技術」を持った人材

育成ができる教育システムを具体化し、カリ

キュラムに科目として反映させる。 

 

２．美容・ファッション業界に人材を送り出す職

業教育機関として、現場で求められるヒュー

マンスキルの中から、特に「あいさつ」を強

化した指導をおこない、全ての学生があいさ

つできるようになる。 

 

１． 原宿の文化、ファッション・美容業界とコラボ

レーション実施。年間 181 件のコラボレーショ

ンを展開し、ＳＮＳを通じ情報発信地点として

役割を担う事は出来た。しかし、教育システム

を具体化しカリキュラム科目として反映させる

ことは出来ず、単発での授業となっていた為、

課題は残る。今年度実施した特別授業は

LIPPS、U-REALM、Tiara、Double の 4 サロ

ン。（昨年 3 サロン） 

２． 現場で求められるヒューマンスキルとしての

「あいさつ」に関しては各担任の授業で伝える

事はできた。しかし、全ての学生が主体的に挨

拶する事は出来ていなかったので課題が残る。 

１・今年度の取り組みを継続的に実施していく。 
 ・常に最新の美容を学べる学校としてアンテナ 
  高く情報をキャッチできる組織にしていく。 
 ・業界と直結した学びができるゼミや特別授業を 
  増やしていく。 
  

２ 教員・学生がいち早く時代の変化を察知し、変

化をチャンスと捉え果敢にチャレンジしていけ

る自己変革型人材を育成する。その為にも自己

肯定感を高められるようにポートフォリオを実

施し、自己成長が確認できるようにしていく。 

また、身構え、気構え、心構えを身につけられ

るように人間力教育にも力を入れていく。 
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２９年度の重点課題 
 

平成 29 年度の重点目標は、本校が平成 25 年度より取り組んでいるこれまでの流れを受け、特に平成 28 年度の自己点検・自己評価をうけて下記の 2 点を

重点目標とする。 

 

１． 本校が独自に実施する「原宿コラボレーション」において、本校と原宿の地域文化・企業との連携をさらに推進し、業界で求め

られる技術力とコミュニケーション力をもった人材育成ができる教育システムを構築する。 

 

最新の美容とファッションを実践的に学ぶ事ができる業界と直結した美容専門学校として、情報発信地点の役割を担い、業界連携力、情報力を強化し全

学科で技術力とコミュニケーション力が身につけられる授業を展開していく。単発で終わるのではなく、成長が実感できる教育システムを構築する。 

 

２． 美容・ファッション業界に人材を送り出す職業教育機関として、変化の激しい時代で活躍できる「自己変革型」の人材を輩出し

ていく。特に、自己成長が実感できるポートフォリオを全学科取り入れ、自分で考え、行動できるようにしていく。 

 

美容・ファッション業界で活躍する為には、どんな立場で仕事するにしても、社会、組織、会社に頼るという受身の姿勢ではなく、自分で道を切

り拓く力を養う事が重要となる。そのためにも、「人間力」を強化し、身構え、気構え、心構えを身につけられるように担任授業を強化する。 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校法人東京滋慶学園は「職業人教育を通して社会に

貢献していく」ことをミッション（使命）にしている。建学の理

念①実学教育 ②人間教育 ③国際教育を実践し、 ４つ

の信頼 （①学生・保護者からの信頼 ②高等学校からの

信頼 ③業界からの信頼 ④地域からの信頼） を得られ

るよう学校運営をしている。 

 

建学の理念に基づいて、ベルエポック美容専門学校

は、美と健康をテーマに若者から高齢者まで幅広い世代

の人々が心と身体ともに健やかに美しく、豊かに生きてい

ける社会づくりに貢献することを目的として学校運営をして

いる。 

 

本校における課題は現在、地域のコミュニティーに積極

的に参加をし、地域住民との信頼関係を構築している最

中ではあるが、学校設置地域の「原宿」に根差していない

こと。 

また、学生の将来像への到達の課程を全ての学生が理

解できるように伝えきれていないため進路変更してしまう学

生を出してしまうこと。 

建学の理念・４つの信頼に則り、業界の方々との連携

をさらに強化していく。 

 これにより業界が求める人材ニーズを把握し、教育

に展開をする。 
 
 学校内の特別講義・講演・実習授業を通して現場の

考え方、厳しさ、仕事のやりがいなど学校内の教職員

だけではなく、現場のリアルな情報を常に学校内に流

れるような環境を学生に提供していく。 
 その取り組みを通して現場の方々と情報交換・連携

を深めていく。 
 
 また、発展応用として学内外の現場実習を充実させ、

学生の学習に対するモチベーションをあげるカリキュ

ラムの構築を行う。 

１．実学教育 

スペシャリストが求められる時代に即し、

業界に直結した専門学校として、即戦力とな

る知識技術（テクニカルスキル）を教授する。

一人ひとりの個性を最大限に活かし、それぞ

れの業界で力が発揮できるよう構築された

『滋慶グループ独自の教育システム』。これ

を中心に、人に感動を与え、プロ意識を持っ

た『即戦力として仕事ができる人材』を、各

業界との連携のもと「各々の業界に直結した

専門学校として」養成する。 
２．人間教育 

開校以来『今日も笑顔で挨拶を』を標語と

して掲げ、他人への思いやりの気持ちやコミ

ュニケーションを大切している。学生は技

術・スキルだけではなく、各教育プログラム

を通じ、コミュニケーション能力、リーダー

シップがとれる対人スキル（ヒューマンスキ

ル）や逞しさを身につける。同時に、自立し

た社会人・プロの職業人としての身構え・気

構え・心構えを養成する。 
３．国際教育 

より広い視野でモノを捉える国際的な感

性を養う。『自分を愛することのできない人

に、他人を愛することはできない』をモット

ーに、日本人としてのアイデンティティを確

立したうえで、価値観や文化の違いを尊重で

きるようにする。 

 
最終更新日付 2016 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1  理 念 ・ 目

的・育成人材像

は、定められてい

るか 

□理念に沿った目的・育成人

材像になっているか 

□理念等は文書化するなど

明確に定めているか 

□理念等において専門分野

の特性は明確になっている

か 

□理念等に応じた課程(学

科）を設置しているか 

□理念等を実現するための

具体的な目標・計画・方法を

定めているか 

□理念等を学生・保護者・関

連業界等に周知しているか 

□理念等の浸透度を確認し

ているか 

□理念等を社会の要請に的

確に対応させるため、適宜見

直しを行っているか 

 
 

５ 

教育理念・目的・育成人材

像は、明文化・文章化されて

いる。 
 
＜使用ツール＞ 

・事業計画・教育指導要領・学

生便覧 

・学報 

・求人票・学校案内・入学案内 

 本校学生の卒業後の就職

先となる美容関連業界にも、

本学園の理念を理解、周知

し、卒業生の離職防止にも貢

献する。 
 

 4 月の開講当初に、保護者

会を実施し、保護者に対して

も、理念の周知を徹底して行

く。 

 

1-1-2 育成人材像

は専門分野に関

連する業界等の

人材ニーズに適

合しているか 

□課程(学科)毎に、関連業界

等が求める知識・技術・技

能・人間性等人材要件を明確

にしているか 

□教育課程・授業計画(シラ

バス)等の策定において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

４ 

上記のツールを利用して、研

修、会議等を行うことで実現

を目指している。 
 
＜会議一覧＞ 
・教職員…教職員研修 
・講師…講師会議（年 2 回実施） 
・学生…ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ・ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ 

教材（メイク関連）につい

て、業界の意見を参考に改善

を図る。 

美容教育部会主導で業界で

活躍されている講師の先生

に教材を見ていただき、語意

見をいただき教材の開発を

行う。 
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1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き □専任・兼任(非常勤)にかか

わらず、教員採用において、

関連業界等から協力を得て

いるか 

□学内外にかかわらず、実習

の実施にあたって、関連業界

等からの協力を得ているか 

□教材等の開発において、関

連業界等からの協力を得て

いるか 

５ 

・保護者・高等学校…保護者会・

高校訪問・総合学習・各種美

容イベント 
・業界…業界懇親会・ベルエポ

ックコンテスト 
・受験生…入学説明会・体験授

業・ﾌﾟﾚｶﾚｯｼﾞ（入学前教育） 

   

1-1-3 理念等の達

成に向け特色あ

る教育活動に取

組んでいるか 

□理念等の達成に向け、特色

ある教育活動に取組んでい

るか 

□特色ある職業実践教育に

取組んでいるか ５ 

社会の新たな人材ニーズと

見出し、育成人材像として明

確化して学科を創設してき

た。 

「原宿」の地域性を活用した

実践教育の強化。 
「原宿」の美容サロン、アパ

レルとより多くのコラボレ

ーションを取り入れた教育

を行う。 

 

1-1-4 社会のニー

ズ等を踏まえた

将来構想を抱い

ているか 

□中期的（3～5 年程度）な

視点で、学校の将来構想を定

めているか 

□学校の将来構想を教職員

に周知してるか 

□学校の将来構想を学生・保

護者・関連業界等に周知して

いるか 
５ 

学校に関わる全ての人（教

職員、講師、学生等）に周知

してもらっている。理念・目

的・人材育成像は、明文化さ

れている。 
 
＜使用ツール＞ 
・教職員…事業計画・教育指導

要領 
・講師…教育指導要領 
・学生…学生便覧 
・保護者・高等学校…学報 
・業界…求人票・学校案内 
・受験生…入学案内 

特になし 特になし  
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営にあたり、一番大切にしていることが、ミッションと理念である。これを基に、作成してい

る事業計画があるからこそ、健全な学校運営ができている。事業計画で考える中期計画は、学校

の未来を表現したものであり、そこで考えられた組織目的、運営方針、実行方針、実行計画が学

校の成長につながってきた。 

また理念、経営者の言葉、学校の考え方や組織文化を、さまざまな形で文書化し、組織内に浸

透させるとともに、新たに組織に入ってくる人にも外部にもわかりやすく示していくことにかなりの力

を注いでいる。このことが、学園、学校の活性化につながっていると考える。 

業界の変化に対応するため、育成人材の見直しは、常にかつ組織的に行われなければならな

い。本校では、その専門職として、ファカルティ・ディベロｯﾌﾟメント・コーディネーター（※）を置き、

育成人材像から学科の教育内容の見直しを行っている。 

※ファカルティ・ディベロｯﾌﾟメント・コーディネーター（FDC） 

専門学校のおける教育の構成要素①養成目的と教育目標（社会ニーズと卒業時到達目

標）②目標達成プロセス（カリキュラム・学年歴・時間割・シラバス・コマシラバス）

③目標達成素材（教科書・教材・教育技法）④目標達成支援人材（担任・専任教員・

講師）⑤評価基準（透明性・公平性・競争性）を学校・学科の独自性・有効性に役立

つように改革する核となる人材。 

 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 



１７ 
 

 

基準２ 学校運営 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

諸環境の変化に対応できるように事業計画については

毎年長期（５年）、中期（３年）、短期（１年）を展望し、次年

度事業計画を作成している。 

毎年作成しているこの事業計画が学校運営の核となる

ものである。 

  
事業計画は、学校運営会議、法人常務理事会、法人理

事会、法人評議員会の決済を受け、承認を得ることになっ

ている。それを受け、毎年 3 月の初旬に５日間かけて、学

校の事業計画の研修を行い、全教職員へ周知徹底してい

る。 

事業計画において、組織図、職務分掌、各種会議の意

思決定システム（コミュニケーション一覧）が明確に示され

ている。 

運営組織は、事業計画の核をなす組織目的、運営方

針、実行方針と実行計画に基づいたものである。単年度

の運営も、中期計画の視点にたって行われている。事業

計画書の組織図には、学校に関わるすべての人材が明記

され、誰もが全員の組織上の位置づけを理解できるように

なっている。 

 

学校が最も大切にしていることとして、One on One ミー

ティング、スタンディングミーティング等、即時、適宜にミー

ティングを行いコミュニケーションに努めている点が挙げら

れる。また関わる全ての人が、学園の方向性、学校の方針

の実現に向け、同じ方向を向くために、コミュニケーション

の重要性を確認している。 

組織については毎年変わるが変わったとしても弱ま

らない組織力をつけることが今後の課題である。 
そのためには、毎年行っている会議・研修の議事録

をファイリングし、誰もが見ることができる状態にし

ておくこと。 
昨年どんなことが議論され事業計画を推し進めてき

たかを理解できるようにしておく。そうすることで中

長期的に立てた事業計画が、人が変わったら実行が難

しくなるということではなく人が変わったとしても今

までの議論や流れが把握できるため組織としての力は

弱まらず、毎年毎年事業計画が推し進められると考え

る。 

事業計画の構成 

①組織目的（普遍的に学校が目指す開校、組織

運営の目的） 
②運営方針（中期的に組織として目指していく

方針） 
③実行方針（中期的な組織の運営方針を実現す

るための単年度の方針） 
④定量目標（受験者、教育成果（中途退学防止、

欠席率、資格取得数、就職率、専門就職率等）） 
⑤定性目標（人材育成や組織あり方等定性的な

目標についての単年度目標） 
⑥実行計画（その方針を実現するための詳細な

計画） 
⑦組織図（単年度） 
⑧職務分掌 
⑨部署ごとの計画及びスケジュール 
⑩附帯事業計画 
⑪職員の業績評価システム 
⑫意思決定システム 
⑬収支予算書（5 ヵ年計画） 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 

 



１８ 
 

2-2 （1/1） 

2-2 運営方針 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿っ

た運営方針を定

めているか 

□運営方針を文書化するな

ど明確に定めているか 
□運営方針は理念等、目標、

事業計画を踏まえ定めてい

るか 
□運営方針を教職員等に周

知しているか 
□運営方針の組織内の浸透

度を確認しているか 

5 

・運営方針の実現のため、

月１回の学校運営会

議、学校全体会議及び

月１回の学科会議、部

署会議を通じて、問題

点や課題を明らかに

し、速やかに解決策を

出し、実行する。 
 

 運営に関連する法令を遵

守した方針を定める。 
 

 運営方針に沿った学校運

営をするため、教職員の一人

ひとりと、一対一の面談を行

い、組織内の浸透を確実なも

のとしていく。 
 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法人としては、事業計画・運営方針を定めることを最も重要視している。その意識で毎

年、法人として事業計画・運営方針を定めている。 

明文化、文章化され定められた事業計画・運営方針を基に、学校運営に関わる全ての

人に周知徹底すること、そして、共感してもらうことに、年間通じ力を入れている。それは、

各種の研修（教職員・講師）、会議（運営会議・学科会議・課別会議等）で行い、全教員が

納得して学校運営に携わる環境作りをしている。このことが、学校･学科の教育成果に繋

がっていると考えている。常に市場ニーズに対応した事業計画・運営方針をこれからも作

成するように努める。 

学校運営をマネジメントシステムの準備（計画）と実行として捉え、マネジメントスキル、

知識、そしてリーダーとしての研修を重視している。マネージャーは組織運営者であるこ

とを前提としている。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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2-3 （1/1） 

2-3 事業計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達

成するための事

業計画を定めて

いるか 

□中期計画（3～5 年程度）

を定めているか 

□単年度の事業計画を定め

ているか 

□事業計画に予算、事業目標

等を明示しているか 

□事業計画の執行体制、業務

分担等を明確にしているか 

□事業計画の執行・進捗管理

状況及び見直しの時期、内容

を明確にしているか ５ 

・学校の組織目的と中期的学

校構想のもと、事業計画を作

成し、毎年の教職員研修で方

針・計画を発表している。 
・事業計画を教職員が自立的

に計画し決定し全員で共有

する。その上で職場運営が実

行に移されていく。 
＜事業計画の構成＞ 
①組織目的 
②運営方針 
③実行方針 
④定量目標 
⑤定性目標 
⑥実行計画 
⑦組織図（単年度） 
⑧職務分掌 
⑨部署ごとの計画及びスケ

ジュール 
⑩附帯事業計画 
⑪職員の業績評価システム 
⑫意思決定システム 
⑬収支予算書 

 学校に関わる法令を遵守

し、適正な収入、支出の予算

書に基づいた運営を行う。 

 特になし  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

事業計画は学園理念を根底に配し、養成校毎の人材育成を実現するために 5 年後の中期目

標を設定し、健全な学校運営ができるように設定している。 

事業計画にはマイルストーンの設定だけではなく、組織構造を形成するために必要な予算・財

務状況も含めて設定をしている。 

事業計画を教職員が自立的に計画し決定し全員で共有する。その上で職場運営が実行に移さ

れていく。 

その運営のチェック機能として 

①学園の常務会議、②学校ごとの戦略会議（運営責任者会議）、③運営会議（学科責任者

会議）、④学科会議、部署会議があり、計画遂行の確認をする。問題点を早期に発見し、

対策を立て、実行するプロセスを確立している。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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2-4 （1/2） 

2-4 運営組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は

組織運営を適切

に行っているか 

□理事会、評議員会は寄附行

為に基づき適切に開催して

いるか 

□理事会等は必要な審議を
行い、適切に議事録を作成し
ているか 

□寄附行為は、必要に応じて

適正な手続きを経て改正し

ているか 

５ 

理事会、評議員会を定期的

に開催し、必要な審議につい

て議決を行っている。 
また、それぞれにつき議事

録が作成され、参加理事の承

認を持って結審を行ってい

る。 
この議事録は各種申請に

有効なものとして取り扱っ

ている。 

 本法人（東京滋慶学園）は

複数の学校を運営している。

理事会、評議会、議事録作成、

寄付行為は、法人が運営する

複数の学校と連携し、合理的

に作成、管理する。 

 これまでの運用に加え、さ

らい法令を遵守した運営を

心がける。 

 

2-4-2 学校運営の

ための組織を整

備しているか 

□学校運営に必要な事務及

び教学組織を整備している

か 

□現状の組織を体系化した

組織規程、組織図等を整備し

ているか 

□各部署の役割分担、組織目
標等を規程等で明確にして
いるか 

□会議、委員会等の決定権

限、委員構成等を規程等で明

確にしているか 

□会議、委員会等の議事録

（記録）は、開催毎に作成し

ているか 

□組織運営のための規則・規

程等を整備しているか 

□規則・規程等は、必要に応
じて適正な手続きを経て改
正しているか 

５ 

運営組織を定めており、事

業計画に明記している。組織

については 3 月初旬の研修で

共有している。 

運営組織は、実行計画の最

適化の観点から見直されてい

る。その全体像は、事業計画

書の組織図に示されている。 

各会議、委員会を組織し、

開催規定・日程をあらかじめ

定めている。各会議・委員会

の開催については必ず議事

録が記録され保管場所と閲

覧のルールが定められてい

る。 
運営のチェックは、各会議

で行い、計画遂行の確認をす

る。問題点を早期に発見し、

対策を立て、実行するプロセ

スを構築している。 

 コンプライアンス会議を

開催し、法令を遵守した学校

運営を定期的に確認する。 

 学校、学科毎に必要とされ

る法令、関係する団体のガイ

ドラインを遵守した運営を

する。 

 

 



２１ 
 

2-4 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き □学校の組織運営に携わる

事務職員の意欲及び資質の

向上への取組みを行ってい

るか 

 月 1 回の全体会議を通

じ、全職員と情報を共有

している。 

インセンティブなど成

功事例を共有し評価す

る事で意欲が高まると

考える。 

年 2回のインセンティブ

を実施していく 

 

 

 
 
 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

意思決定に関しては、重要事項の優先順位と対応する機関が明確である。

毎年事業計画策定という厳しい作業があることで、目標志向性の高い組織運

営が行われている。 

会議については下記 2 点を重視している。 
①会議の進行ルール 

 ②議題発信と議事録配布・保管のルール 
また、会議についての研修を実施している。 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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2-5 （1/1） 

2-5 人事・給与制度 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与

に関する制度を

整備しているか 

□採用基準・採用手続きにつ

いて規程等で明確化し、適切

に運用しているか 

□適切な採用広報を行い、必
要な人材を確保しているか 

□給与支給等に関する基

準・規程を整備し、適切に運

用しているか 

□昇任・昇給の基準を規程等
で明確化し、適切に運用して
いるか 

□人事考課制度を規程等で

明確化し、適切に運用して

いるか 

５ 

採用計画、人材育成計

画は事業計画で定められ

ている。 

採用にあたっては、学

園本部が中心となり、採用

広報や、採用試験を実施

している。採用は採用基

準の基、厳正に実施して

いる。 

目標管理制度を基本と

し、これと対応して成果主

義を取り入れた賃金制度

を設けている。 

賃金の決定は目標管理

制度を基準としている。 

 活用されなくなった

インセンティブ制度の

見直しが必要である。 

学校、チーム目標に貢

献した際に、昇給やイン

センティブとして評価

するだけでなく、長期休

暇を付与する等の制度

を構築していく。 
 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

採用計画と人材育成のための研修は、システムとして確立され、有効に機能してい

る。 採用にあたっては、学園本部が中心となり、採用広報や、採用試験を実施してい

る。採用は採用基準の基、厳正に実施している。また、その後の教職員の育成には、も

っとも力を入れている。 

そして、目標管理制度に基づき、成果に応じた人事や賃金決定が行われている。 

 

数字目標を達成する過程の業務や、数字だけでは評価できない業務は情意効果とし

て評価している。 

目標は常に、健全な学校運営・学科運営を実現できているかという視点で立て、評価

も公平に行い、学校・学科の成長と教職員の成長に結びつくようにしている。 

また、職員の職場に関するアンケートも実施。理念、目標の理解度や、職場満足度、

各自の希望などの項目でアンケートを取り、その結果を受けての、職場環境の改善にも

着手している。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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2-6 （1/1） 

2-6 意思決定システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シ

ステムを整備し

ているか 

□教務・財務等の事務処理に

おいて、意思決定システムを

整備しているか 
□意思決定システムにおい

て、意思決定の権限等を明確

にしているか 
□意思決定システムは、規

則・規程等で明確にしている

か 

５ 

意思決定システムは事業

計画において明文化してい

る。意思決定を行う会議の

進め方、結果の取り扱いを

重視している。また会議毎

に参加者は選抜され、その

中で各リーダーに権限は委

譲されている。 

 年度の最初に、年間で

の会議日程を決定し、ス

ケジュール通りの開催

を厳守する。 

 年間で決定された日

時に会議を開催し、1 週

間以内に議事録を作成、

会議・部署ごとに保管し

ていく。 
 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法人としては、事業計画・運営方針を定めることを最も重要視している。その意識で毎

年、法人として事業計画・運営方針を定めている。 

明文化、文章化され定められた事業計画・運営方針を基に、学校運営に関わる全て

の人に周知徹底すること、そして、共感してもらうことに、年間通じ力を入れている。それ

は、各種の研修（教職員・講師）、会議（運営会議・学科会議・課別会議等）で行い、全

教員が納得して学校運営に携わる環境作りをしている。このことが、学校･学科の教育成

果に繋がっていると考えている。常に市場ニーズに対応した事業計画・運営方針をこれ

からも作成するように努める。 

 

会議は 

１．法人理事会・評議員会      最高決議機関 
２．学校戦略会議          運営方針の起案会議 
３．法人学校運営会議        運営方針の問題を発見・対策立て会議 
４．運営会議            学校の目標達成に向け、発生する問題解

決会議 
５．学校全体会議          決定事項の周知 
６．学校学科会議・部署会議     部署の問題解決会議 
７．グループ各委員会会議（広報委員会・総務人事委員会・就職委員会・国家試

験対策委員会・学科別教育研究委員会）  
８．様々なプロジェクトの会議がある。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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2-7 情報システム 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システ

ム化に取組み、業

務の効率化を図

っているか 

□学生に関する情報管理シ

ステム、業務処理に関する

システムを構築しているか 

□これらシステムを活用

し、タイムリーな情報提供、

意思決定が行われているか 

□学生指導において、適切
に（学生情報管理）システ
ムを活用しているか 
□データの更新等を適切に
行い、最新の情報を蓄積し
ているか 
□システムのメンテナンス
及びセキュリティー管理を
適切に行っているか 

５ 

専門学校基幹業務シス

テム（IBM 社製ⅰ５（ア

イファイブ）上に構築）

により管理。 
システムは、①学籍簿

管理 ②時間割管理 ③

成績・出席管理 ④学費

管理 ⑤入学希望者及び

入学者管理 ⑥各種証明

書管理 ⑦求人企業管理 

⑧就職管理 ⑨卒業生管

理 ⑩学校会計システム 

⑪人事・給与システム ⑫

ファームバンクシステム 

⑬研修旅行管理システム 

⑭寮管理システム ⑮健

康管理システム 等により

構築されている。 

 過去 5 年以上の Web
サーバー上のデータは

削除し、特に個人情報

の保存管理に注意す

る。 

平成 27 年度より、入

学希望者及び入学者管

理を行う、滋慶学園広

報管理システムが、

Web 上で入出力ができ

るように改善された。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個別セクションの情報システム化、その結果としての業務の効率化は推進されていると考えてい

る。 

それは、業務のマニュアル化とシステム化が推進されたことと、法人内のコンピュータ関連会社

の協力で、情報の一元化に成果が現れてきたことによる。 

ここで重要なことは、何のための情報システム化をしているのかという点である。 

入学前、在籍中、卒後の流れの教育システムの中で、学生一人ひとりの情報を一元管理し、学

生の様々な支援（進路決定、就職支援、学費相談等）の際に、その情報を活かし、適切な助言が

できることで、専門就職への内定獲得や資格合格に結びつけることである。また、業務の効率化

により、教職員が直接学生と接する時間を多くすることが可能になった。 

特に、学生の教育・就職・学費入金等、学生に関わる情報処理についてはすべて一元化され

た運営を行っており、学生情報にブレがないようにシステム構築をしている。そのことが、退学防

止、就職支援へとつながっている。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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基準３ 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

２０００年の開校以来、教職員の目標として、 

１．専門就職９８％以上（学科で取得した知識・技術を

活かした仕事に就く） 

２．中途退学者０名（入学した学生の夢の実現支援） 

３．資格取得１００％ （専門就職に必要な資格を必ず

取得） 

 
を掲げ、その達成のための教育システムの構築に力を

入れてきた。この間、3 つの教育システムを開発してきた。

それぞれに関連しあうシステムなので、ここでまとめてそ

の概要を以下に示すことにする。 

１． PCP 教育システム（P…Pre College、C…College、P

…Post College） 

２． MMP プログラム（M…Motivation、M…Mission、P…

Professional） 

 
学生には、学期ごとの到達目標や学年目標を設定し

て、修業年限の中で確実に到達できる方法論を明示して

いる。教科科目ごとにも毎回の授業の到達目標を授業前

に明示し、学期末の定期試験時に到達すべき目標に段

階的に導く手法をとっている。修業年限内に実施される

すべての講義科目の到達目標の集大成が教育目標のゴ

ールであり、業界で即戦力とし活躍できる人材ニーズと合

致する。 

専門就職１００％の実現のために、学生個々のニーズ

を的確にとらえる。 

地域に根差した教育活動として、地元サロンとの産学

協同プログラムの充実化を図ることにより、業界との連携

強化を行う。特別授業（ゼミ）やサロンが休みである、月曜

日、火曜日授業の中で卒業生に来てもらい講話・講習会

を開くことで、より原宿に根ざした学校になっていく。 

１．PCP 教育システム（P…Pre College、C…

College、P…Post College）（※） 
入学前から卒業後までの一貫した人材育成の

ためのシステム。入学前に自分の夢や将来の仕事

を見いだし（自己発見）、在学中にその夢の実現

に向けて変身していき（自己変革）、そして卒業

後あこがれの職場でプロとしての自分を完成さ

せていく（自己実現）。そうしたフローでのプロ

セス全体を総じて呼ぶ。 
 
２．MMP プログラム（M…Motivation、M…Mission、

P…Professional） 
自立したプロの職業人として業界で活躍するために必要

な能力である「モチベーション（動機づけ）」「ミッション（使

命感）」「プロフェッショナル（職業的な知恵）」という３つの

能力を修得する教育プログラムで構成されている。 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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3-8 （1/1） 

3-8 目標の設定 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿

った教育課程の

編成方針、実施方

針を定めている

か 

□教育課程の編成方針、実施

方針を文書化するなど明確

に定めているか 
□職業教育に関する方針を

定めているか 

5 

教職員指導要領に教育

課程の編成・実施方針を

明文化し示している。 

特になし 特になし  

3-8-2 学科毎の修

業年限に応じた

教育到達レベル

を明確にしてい

るか 

□学科毎に目標とする教育

到達レベルを明示している

か 
□教育到達レベルは、理念等

に適合しているか 
□資格・免許の取得を目指す

学科において、取得の意義及

び取得指導・支援体制を明確

にしているか 
□資格・免許取得を教育到達

レベルとしている学科では、

取得指導・支援体制を整備し

ているか 

3 

学校の教育理念に基

づき、学科の課題を抽出

し教育目標、養成目的を

教職員指導要領に明示

している。国家資格の取

得指導に関する支援体

制は明確にされていな

い。 

国家試験取得のための

マニュアルがないこと。

明示されてないこと。 

今年度から国家試験対

策会議を定期的に行い

課題の改善や国家試験

のフロー計画を立てマ

ニュアル化していく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育指導要領に基づき理念に沿った教育を行っている。また教育到達レベル

も明確に明文化されている。 
学校独自の教育システム 
 PCP 教育プログラム 
 MMP 教育プログラム 

 
 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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3-9 （1/3） 

3-9 教育方法・評価等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課   題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・

目標に沿った教

育課程を編成し

ているか 

□教育課程を編成する体制

は、規程等で明確にしてい

るか 

□議事録を作成するなど教

育課程の編成過程を明確に

しているか 

□授業科目の開設におい

て、専門科目、一般科目を

適切に配分しているか 

□授業科目の開設におい

て、必修科目、選択科目を

適切に配分しているか 

□修了に係る授業時数、単
位数を明示しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、適切な教育内容を提供

しているか 

□授業科目の目標に照ら

し、講義・演習・実習等、

適切な授業形態を選択して

いるか 

□授業科目の目標に照ら

し、授業内容・授業方法を

工夫するなど学習指導は充

実しているか 

□職業実践教育の視点で、

授業科目内容に応じ、講

義・演習・実習等を適切に

配分しているか 

4 

教育課程編成委員会を

組織し、学則に照らし合

わせたカリキュラムの

履行と実施に工夫を取

り入れている。 
委員会開催時には必ず

議事録を作成し記録と

して残している。また、

委員会開催については

公開をしている。 
授業時間数、単位数に

ついても明示をしてい

る。 
時代のニーズに応じた

人材育成に即時に応え

られる体制を整えてい

る。 
教育課程については毎

年１回見直しを行い必

要に応じて改定をして

いる。 
シラバス・コマシラバ

スについては担当科目

教員が作成をし、学生に

文書で渡している。また

毎授業において授業オ

リエンテーションを 

職業実践の視点での教

育内容、教育方法、教材

の工夫はまだ改良の余

地がある。 
シラバス・コマシラバス

を継続的に学生が活用

し成長の確認につなげ

るような仕組みづくり 

職業実践の視点も取り

入れて、教育方法、教材

を工夫するよう啓蒙し

ていく。 
シラバス・コマシラバス

を継続的に学生が活用

方法を授業内で行い、学

生の理解・成長の確認に

つなげる。 
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3-9 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き □職業実践教育の視点で教

育内容・教育方法・教材等

工夫しているか 

□単位制の学科において、

履修科目の登録について適

切な指導を行っているか 

□授業科目について、授業

計画（シラバス・コマシラ

バス）を作成しているか 

□教育課程は定期的に見直

し改定を行っているか 

 行い授業を実施してい

る。 

   

3-9-2 教育課程に

ついて、外部の意

見を反映してい

るか 

□教育課程の編成及び改定

において、在校生・卒業生

の意見聴取や評価を行って

いるか 

□教育課程の編成及び改定

において、関連する業界・

機関等の意見聴取や評価を

行っているか 

□職業実践教育の効果につ

いて、卒業生・就職先等の

意見聴取や評価を行ってい

るか 

4 

教育課程編成委員会で

は外部委員として、業界

関係者・職能団体関係者

を招聘し、多角的視点で

評価・改善提案を行って

いる。 

就職先・卒業生の意見聴

取する形は出来上がっ

てきたが、教育に活用し

切れていない。 

就職先はアンケートを

取るなどして効率的に

意見聴取していく。 

 

3-9-3 キャリア教

育を実施してい

るか 

□キャリア教育の実施にあ

たって、意義・指導方法等

に関する方針を定めている

か 

□キャリア教育を行うため
の教育内容・教育方法・教
材等について工夫している
か 

 

3 

学生サポートハンドブ

ックという学園独自の

ツールがある。そのツー

ルに基づき指導をして

いる。 

キャリア教育を行なう

ためのツールはあるが、

活用するということに

課題がある。 

学内で研修を行ない活

用できるようにしてい

くべきである。 
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3-9 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き □キャリア教育の効果につ

いて卒業生・就職先等の意

見聴取や評価を行っている

か 

 卒業生、就職先への意

見聴取は満足する形で

はできていない。 

キャリア教育の評価を

卒業生・就職先から頂く

機会と場を設けてでき

ていない。 

効率的に意見聴取でき

るようにアンケートを

送るなどをし、意見聴取

する。 

 

3-9-4 授業評価を

実施しているか 

□授業評価を実施する体制

を整備しているか 

□学生に対するアンケート

等の実施など、授業評価を

行っているか 

□授業評価の実施におい

て、関連業界等との協力体

制はあるか 

□教員にフィードバックす

る等、授業評価結果を授業

改善に活用しているか 

3 

１年間に２回授業アン

ケートを行っている。 

ファカルティディベロ

ップメントコーディネ

ーター（FDC）が中心と

なり教員に授業評価結

果のフィードバックを

行い、教員の教授力向上

を図っている。 

授業評価をする機会は

ありまた教員にフィー

ドバックする機会もあ

るが教授力の向上に活

用し切れていない。 
関連業界との協力体制

の強化 

関連業界の方が授業の

評価を行なうためには

講師として授業を行う

ことが良いと考え、業界

の方を講師に向かえ、特

別授業・講師と一緒に授

業対応を行う。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

養成目的・教育目標を立てたうえで、卒後の業界の求める人材育成を実施

している。単なる「職業教育」から「職業人教育」へと教授内容・方法をシ

フトさせており、その根底になっているものとしてキャリア教育の観点を入

れた教育が必要である。 

養成目的 
教育目標 
学生サポートブック 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 



３０ 
 

3-10 （1/1） 

3-10 成績評価・単位認定等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-10-1  成 績 評

価・修了認定基準

を明確化し、適切

に運用している

か 

□成績評価の基準について、

学則等に規定するなど明確

にし、かつ、学生等に明示し

ているか 
□成績評価の基準を適切に

運用するため、会議等を開く

など客観性・統一性の確保に

取組んでいるか 
□入学前の履修、他の教育機

関の履修の認定について、学

則等に規定し、適切に運用し

ているか 

5 

成績評価と単位認定の

基準は、学則施行細則は

もとより、「教育指導要

領」及び「学生便覧」に

しっかりと明記し、職員

や講師、学生に周知徹底

している。また、それら

に基づき学生指導・支援

にあたっている。 

 

特になし 特になし  

3-10-2  作品及び

技術等の発表に

おける成果を把

握しているか 

□在校生のコンテスト参加

における受賞状況、研究業績

等を把握しているか 5 

学内コンテスト・学外コ

ンテスト共に受賞状況

を把握している。 

特になし 特になし  

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育成果を図るための評価基準は明文化されている。また、職員のみなら

ず学生はもちろんのこと、保護者会を通じて保護者にも周知している。 
国家試験合格のための知識・技術の向上を中心とした教育プログラムとな

っている。このため、外部コンテストで求められる技術や特に創造力を育む

教育プログラムの導入を検討する必要があると感じている。 

学生便覧 
学則施行細則 

 
 
 

 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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3-11 資格・免許取得の指導体制 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とす

る資格・免許は、

教育課程上で、明

確に位置づけて

いるか 

□取得目標としている資

格・免許の内容・取得の意

義について明確にしている

か 

□資格・免許の取得に関連
する授業科目、特別講座の
開設等について明確にして
いるか 
 

4 

国家試験である美容師

免許についての内容、取

得の意義について明確に

している。 

美容師免許以外に取得で

きる資格については、取

得の意義を明確にできて

いない。 

国家資格以外の資格に

ついては説明会を行い

実施すると意義、目的が

理解されやすい。 

 

3-11-2 資格・免許

取得の指導体制

はあるか 

□資格・免許の取得につい

て、指導体制を整備してい

るか 
□不合格者及び卒後の指導

体制を整備しているか 

4 

在学中の指導体制はもち

ろん卒業後も不合格者に

対しては、国家試験取得

のための対策授業を整

備、実施をしている。 

指導体制は整っている

が、安定して高い結果に

つなげる。 

国家試験の指導体制を

今後は個々の学生に合

わせた指導法の検討。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

美容師免許取得は学科としての必須命題である。このため法律に則った教育

の施行を遵守し教育にあたっている。 
 平成 28 年度の国家試験の合格率は 94.1％、不合格者に対し無料で国家試験

対策授業（通信課程）に参加できるようにしている。 
 

学生便覧 
学則施行細則 
卒後支援プログラム 

 
 
 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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3-12 教員・教員組織 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件

を備えた教員を

確保しているか 

□授業科目を担当するため、

教員に求める能力・資質等を

明確にしているか 
□授業科目を担当するため、

教員に求める必要な資格等

を明示し、確認しているか 
□教員の知識・技術・技能レ

ベルは、関連業界等のレベル

に適合しているか 
□教員採用等人材確保にお

いて、関連業界等との連携し

ているか 
□教員の採用計画・配置計画

を定めているか 
□専任・兼任（非常勤）、年

齢構成、男女比など教員構成

を明示しているか 
□教員の募集、採用手続、昇

格措置等について規程等で

明確に定めているか 
□教員一人当たりの授業時

数、学生数等を把握している

か 

4 

法律に則った教員配置

を履行している。 
講師就任時には資格賞

の写しの提出を必須と

している。 
 教員採用時に関連業

界との連携はとれてい

ない。学内の専任講師が

判断をしている。 
 非常勤講師の昇格に

ついては数字的な具体

的な規定が現状ない。 
 教員の一人当たりの

授業時数、学生数につい

て把握をしている。 

非常勤講師の採用につ

いては、現状面接のみ行

なっている。講師経験の

ない講師希望や実技レ

ベルのチェックや講師

要件である研修はメイ

ン講師以外も参加して

いくことが必要と考え

る。 

新任講師の先生など、講

師経験により、模擬授業

教授プランなどを見る。 
また、実技講師希望者に

ついても技術チェック

する必要もある。 
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3-12 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

3-12-2  教員の資

質向上への取組

みを行っている

か 

□教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか 

□教員の資質向上のための

研修計画を定め、適切に運用

しているか 

□関連業界等との連携によ

る教員の研修・研究に取組ん

でいるか 

□教員の研究活動・自己啓発

への支援など教員のキャリ

ア開発を支援しているか 

4 

定期的に科目担当者の

会議を開き教授ポイン

トの確認を行っている。 
教員のキャリア開発支

援については実施でき

ていない。 

教員の資質向上のため

の研修計画を立て教員

のキャリア開発を支援

していくシステム構築

が必要である。 

キャリア開発ができる

プログラムを作成し、実

施をする必要性がある。 

 

3-12-3  教員の組

織体制を整備し

ているか 

□分野毎に必要な教員体制

を整備しているか 

□教員組織における業務分

担・責任体制は、規程等で明

確に定めているか 

□学科毎に授業科目担当教

員間で連携・協力体制を構築

しているか 

□授業内容・教育方法の改善

に関する組織的な取組があ

るか 

□専任・兼任（非常勤）教員
間の連携・協力体制を構築し
ているか 

4 

教員の担当科目につい

ては学則に基づき編成

をしている。 
1 つの科目を複数の教

員が担当することがあ

るので、科目群や科目ご

とでの定例会議を開催

している。 
専任・兼任教員の連携

では専任教員がリーダ

ーシップを執り教育体

制を確立している。 

教科によって複数の教

員が担当することがあ

るので、技術の教え方が

統一されるよう配慮し

ている。しかし、全てで

はないため定例の会議

を増やすなど工夫が必

要である。 

科目別会議等を行い、科

目間の情報共有を行っ

ている。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教員の体制については特に問題はないが、多様化する学生への学習支援が

求められている。特に学習習慣がない・低学力などの学生に対する教育支援

が課題となっている。 

講師会議 
科目連絡会 
国家試験対策教員勉強会 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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基準４ 学修成果 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

２０００年の開校以来、教職員の目標として、 

１．専門就職９８％以上（学科で取得した知識・技術を

活かした仕事に就く） 

２．中途退学者０名（入学した学生の夢の実現支援） 

３．資格取得１００％ （専門就職に必要な資格を必ず

取得） 

 

を掲げ、その達成のための教育システムの構築に力を

入れてきた。この間、3 つの教育システムを開発してき

た。それぞれに関連しあうシステムなので、ここでまとめ

てその概要を以下に示すことにする。 

３． PCP 教育システム（P…Pre College、C…

College、P…Post College） 

４． MMP プ ロ グ ラ ム （ M … Motivation 、 M …

Mission、P…Professional） 

 

各学科の学生には、学期ごとの到達目標や学年目標

を設定して、修業年限の中で確実に到達できる方法論

を明示している。教科科目ごとにも毎回の授業の到達

目標を授業前に明示し、学期末の定期試験時に到達

すべき目標に段階的に導く手法をとっている。 

よって、修業年限内に実施されるすべての講義科目の

到達目標の集大成が教育目標のゴールであり、業界の

人材ニーズと合致させている。 

課題としては原宿エリアの就職率を増加させることが課

題であり、原宿サロンとの連携強化がポイントとなる。 

専門就職１００％の実現のために、学生個々のニー

ズを的確にとらえる。 

地域に根差した教育活動として、地元サロンとの産

学協同プログラムの充実化を図ることにより、業界との

連携強化を行う。特別授業（ゼミ）やサロンが休みであ

る、月曜日、火曜日授業の中で卒業生に来てもらい講

話・講習会を開くことで、より原宿に根ざした学校になっ

ていく。 

１．PCP 教育システム（P…Pre College、C…College、P

…Post College）（※） 

入学前から卒業後までの一貫した人材育成のためのシ

ステム。入学前に自分の夢や将来の仕事を見いだし

（自己発見）、在学中にその夢の実現に向けて変身して

いき（自己変革）、そして卒業後あこがれの職場でプロ

としての自分を完成させていく（自己実現）。そうしたフ

ローでのプロセス全体を総じて呼ぶ。 

 

２．MMP プログラム（M…Motivation、M…Mission、P…

Professional） 

自立したプロの職業人として業界で活躍するために必

要な能力である「モチベーション（動機づけ）」「ミッショ

ン（使命感）」「プロフェッショナル（職業的な知恵）」とい

う３つの能力を修得する教育プログラムで構成されてい

る。 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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4-13 （1/1） 

4-13 就職率 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の

向上が図られて

いるか 

□就職率に関する目標設定

はあるか 
□学生の就職活動を把握し

ているか 
□専門分野と関連する業界

等への就職状況を把握して

いるか 
□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行うな

ど、就職に関し関連業界等

と連携しているか 
□就職率等のデータについ

て適切に管理しているか 

４ 

２０００年の開校以来、就

職希望者の内定１００％を

目標にしている。 

毎月１５日と月末に、就

職内定状況・求人件数を

学科ごとに作成し、明確な

把握を心がけている。 

また、卒業年次の担任

とキャリアセンターで集ま

り、月に１度「就職委員会」

を実施して情報共有をし

ている。年度当初の目標

数字を達成するための活

動でもある。 

卒業生に対する就職

希望者率が９３％であ

る。 

3 月末日までの未内定

者１１名。個別指導により 

受験先を決定している。 

担任・キャリアセンタ

ー・業界が協力し合い、

学生のモチベーションな

どが下がらないように、年

間を通じて「就職授業」

などを展開していく。 

未内定者に対しては

個別で継続支援し５月末

までに１００％就職を目

指す。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

就職率に関しては開校以来３月末１００％を維持してきたが、３年連続で未内定

者を出した。学生へのメンタル面の弱さが目立つ。 

トータルビューティ科は、２月末には「在校生=全員就職」という開校以来初となる 

実績を残すことができた。キャリアセンターと学科が、年度当初の目標設定から学生

の内定獲得まで、常に連携しながら活動をしている成果である。 

 

未内定者については、自分に自信がなく不安で、なかなか受験先を決められな

いという理由が多く、今後のキャリア支援のプログラムを見直し、強化していく必要が

ある。 

キャリアセンター…就職に関する相談室を「キャリアセンター」という名称で設

置している。キャリアセンターの目的は  
① 入学希望者に卒業後の就職イメージを持ってもらう：入学希望者には、具体

的な仕事の内容を理解してもらい、安心して学校を選んでもらえるようにす

る。 
② 在校生に対しての就職支援：在校生には面接時におけるスキルアップ指導や、

筆記試験対策の実施等をサポートし、プロ意識を養い育てていく。 

② 同窓生（卒業生）のキャリアアップ支援：卒業後の同窓生には就職した後に

さらなるキャリアアップを考え、マネージメントやコーチング などの実務

レベルのスキルアップや、再就職支援を実施している。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 鈴木 恭雄 
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4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許

の取得率の向上

が図られている

か 

□資格・免許取得率に関す
る目標設定はあるか 

□特別講座、セミナーの開

講等授業を補完する学習支

援の取組はあるか 

□合格実績、合格率、全国

水準との比較など行ってい

るか 

□指導方法と合格実績との

関連性を確認し、指導方法

の改善を行っているか 

4 

資格取得者数及びその推

移の把握に関しては、自

校の結果及び推移の把

握、データ化、他校の結

果及び全国の合格率の推

移のデータ化を行ってい

る。結果に基づき学科で

次年度の対策を考え実施

をしている。 

毎年合格率が１００％

になるシステム作り。 
国家試験対策への出席

率向上。 

学生の技術・筆記レベル

の正確な把握。少人数の

支援対策講座を計画的

に行う。 
レベルチェックでの到

達度の確認と期間ごと

合格ラインを明確にす

ること。 
国家試験対策の開催日

程、方法を早期に実施す

る。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

職業人教育を担う教育機関としては就労につながる資格に関しては学生全員に

取得していただくことを目標においているが、学生全員の全ての資格試験合格には

至っていない。現在は各学科で資格取得のために、対策授業の実施など対策を立

て実行している。 

資格特別対策講座を、各資格で必ず取り入れている。美容師国家資格では、10

年以上全国平均を上回る結果を残している。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社

会的評価を把握し

ているか 

□卒業生の就職先の企

業・施設・機関等を訪問す

るなどして卒後の実態を

調査等で把握しているか 
□卒業生のコンテスト参

加における受賞状況、研究

業績等を把握しているか 4 

ＳＮＳや来校した卒

業生に近況確認などを

直接確認している。 
また、多くの企業を訪

問し、卒業生の状況確認

を実施している。 
卒業生が就職してい

るサロン訪問などキャ

リアセンターを中心に

行っている。 
その他、離職の状況に

ついても調査を行って

いる。 

卒業後のコンテスト

の受賞状況の把握がで

きていない。卒業生と繋

がるシステム作りが必

要。 

卒業生の卒後の就業

状況、住所などの情報を

得ていく。サロン訪問を

行い、採用担当者さまに

卒業生状況の確認を得

る。 
 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生の社会での活躍は年々増えてきている。 

有名サロンへの就職のみならず、芸能人のヘアメイク、オリンピックにおけるメイク担

当などグローバルな活躍をする卒業生も増えてきている。卒業生の活躍は求人票

の多さにも現れている。 

在校生は、実習活動や卒業研究を通して社会で活躍している。 今後も在校生の

活躍の場を広げていく取り組みをし、学園の考えである「職業人教育を通じて社会

に貢献する」人材育成をしていく。 

卒業生の海外での活躍や、世界的なイベントでのヘアメイク担当など、活

躍はグローバル化している。 
 

例）美容師科 1 期生：佐藤 千栄（TONI＆GUY、ロンドン ｱｰﾄﾃﾞｨﾚｸﾀｰ） 
  2014-2015 British Hairdressing Award AvantGarde 優勝 
  2014 AIPP 国際大会アバンギャルド部門 優勝 

 
 
 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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基準５ 学生支援 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生が目標を達成できるように、インフラ整備など行

ってきた。学生の心因的な部分での支援について更な

る充実が必要と考えている。その一面としてスクールカ

ウンセラーの配置はしているが活用が活発ではないな

ど、学内資源を十二分に活用できる支援スキルを上げ

ていくことが課題となっている。 

学生の健康管理なども学生ここに任せるのではなく、

学校一丸となって取り組むようにしている。この結果、初

回受診率は向上し、ほぼ 100%に近い受診率となった。 

 

学生支援は、①就職②学費③学生生活④健康など

の分野で行っている。学生支援の体制として、これらの

分野それぞれに対応できる担当部署や専門担当者を

置いている。 

 
健康管理と関連するが、滋慶学園グループは関連会

社が運営する学生寮を多く有している。地方出身者へ

の便宜と安心のためであり、寮の体制とサービスも学生

支援の一つとして取り組んでいる。 

 将来各業界で活躍できる支援を指導とのバラン

スを考えながら行っていく。特に学園の理念でもあ

る人間教育（キャリア教育）に関しては、今まで以

上に力を入れて行っていく。 
 卒業時には自立した職業人になるために目標の

設定を細かくしていき成功体験を多く積ませるこ

とにより、教育目標を達成させる。 

①就職②学費③学生生活④健康などの分野それぞ

れに対応できる担当部署や専門担当者は下記にな

る。 
 
① 就職については、キャリアセンターを設置、担

任と連絡を取りながら就職の相談などの支援に

当たっている。 
② 学費については、相談窓口を学生サービスセン

ターとし、本校が提供できる学費面でのサービ

スについて詳しい知識とアドバイスができるフ

ィナンシャルアドバイザーを配置して、対応し

ている。 
③ 学生生活面の相談は、滋慶トータルサポートセ

ンター（JTSC）で行っている。相談員は、滋慶

教育科学研究所が主催する独自のカウンセラー

資格（JESC カウンセラー資格）を取得したカ

ウンセラーである。 
④ 健康管理については、学園グループの診療所で

ある慶生会クリニックが担当し、相談や健康診

断および歯科、内科の治療を行っている。また

一人暮らしで、栄養や生活規律などに乱れがな

いよう、指導や啓発活動を行っている。 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進

路に関する支援

組織体制を整備

しているか 

□就職など進路支援のため

の組織体制を整備している

か 
□担任教員と就職部門の連

携など学内における連携体

制を整備しているか 
□学生の就職活動の状況を

学内で共有しているか 
□関連する業界等と就職に

関する連携体制を構築して

いるか 
□就職説明会等を開催して

いるか 
□履歴書の書き方、面接の

受け方など具体的な就職指

導に関するセミナー・講座

を開講しているか 
□就職に関する個別の相談

に適切に応じているか 

４ 

本校は、就職に関する相談

室を「キャリアセンター」

という名称で設置してい

る。キャリアセンターは、

本校に入学を希望する方か

ら、在校生、同窓生まで幅

広くキャリアアップﾟ支援

（就職支援、生涯学習支援）

をしている。 
学内の説明会に関して人

事担当者や卒業生に来校し

ていただき、業界情報を提

供しているほかに、実際の 
現場で体験なども取り入

れ、学生たちにはより業界 
を身近に感じさせている。 
就職活動に関しては各科

で就職講座をカリキュラム

に組み込んでおり、そこで

就職の具体的活動に関する

指導を実施している。 

教務（2 年生担任）と

キャリアセンターのル

ール統一、指導の連携。 
また、１年次担任とも 
早期から就職指導のス

ケジュールを決定し、

２年間のフローを創り

上げる。 
 
 

キャリアセンター主

催の定例ミーティン

グ、日々のコミュニケ

ーションで学生支援を

していく。 
 
繰り返し実施する面

接指導で学生に自信を

持たせる。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

開校以来、就職希望者内定者９８～１００％他の実績で表されているように、就職

指導体制は高いレベルであると思われる。 

 

【グループ校および報告書の活用】美容室の求人情報をグループ校のキャリアセ

ンターで共有していることで、求人を無駄にすることなく活用している。また、

過去の美容室訪問や採用試験報告書などをファイリングし活用することで、学生

への指導・対策を実施している。 
【学内企業説明会の実施】企業の採用時期に合せて開催し、学校に採用の担当者

や卒業生にお越しいただき、指導などのサポートを実施している。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 鈴木 恭雄 
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5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の

低減が図られて

いるか 

□中途退学の要因、傾向、
各学年における退学者数等
を把握しているか 

□指導経過記録を適切に保

存しているか 

□中途退学の低減に向けた

学内における連携体制はあ

るか 

□退学に結びつきやすい、

心理面、学習面での特別指

導体制はあるか 

3 

年度の中間と終わり

に、卒業・進級判定会議

を実施し、「卒業・進級判

定会議総括シート」を用

いて、学年毎に要因分析

を行っている。また、年

度当初にキャリアサポー

トアンケートを全学生に

実施し、学業充実度と精

神安定度からも傾向分析

を行っている。 
カウンセリングルーム

を設置し、臨床心理士の

スクールカウンセラーが

特別指導を行っている。 

クラス内人間関係の

弊害や目的意識喪失か

ら退学へ繋がるケース

が多く、上位学年である

2 学年への進級率が課題

である。 
 

担任力向上のための研

修を実施する。学内の

FD 推進委員が中心とな

り課題を改善していく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門学校の中途退学者率の水準が一般に１０％と言われている中で、本校

の中途退学率は年々減少し平成 27 年度は３％台までに到達することができ

た。しかし、平成 28 年度は、在籍者数の増加に伴い多様な学生が多数入学し、

年々減少していた中途退学者率は、反転し増加傾向にある。対策として担任

力の向上を図る研修を実施し複数年かけて５％に抑える。 

臨床心理士のスクールカウンセラーと担任の連携を深めたことにより、カ

ウンセリングの相談件数は増加傾向にある。 
 

 
 最終更新日付 2016 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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5-18 （1/2） 

5-18 学生相談 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談

に関する体制を

整備しているか 

□専任カウンセラーの配置

等相談に関する組織体制を

整備しているか 

□相談室の設置など相談に

関する環境整備を行ってい

るか 

□学生に対して、相談室の

利用に関する案内を行って

いるか 

□相談記録を適切に保存し

ているか 

□関連医療機関等との連携

はあるか 

□卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか 

４ 

専任のカウンセラーを

配置している。 
学生相談は専用の相談

室を設置し相談者の心因

的状況負担に配慮をして

いる。 
相談記録はカウンセラ

ーに一任しており、その

日の状況を職員がカウン

セラーから報告を受け状

況把握をしている。 

現在はカウンセリン

グの結果により医療機

関への受信を進めては

いるが、現状では特定の

医療機関との連携がな

い。 
学生の相談件数が余

り多くない。 

特定の医療機関との

連携を確立していくか

を検討する。 
学生支援のフロー中

で学生相談室も支援資

源として活用していく。 

 

5-18-2 留学生に

対する相談体制

を整備している

か 

□留学生の相談等に対応す

る担当の教職員を配置して

いるか 

□留学生に対して在籍管理

等生活指導を適切に行って

いるか 

□留学生に対し、就職・進

学等卒業後の進路に関する

指導・支援を適切に行って

いるか 

□留学生に関する指導記録
を適切に保存しているか 

 

５ 

留学生担当教員を配置

し、留学希望者へのビザ

申請など対応できるよう

に人員を整えている。 
また、留学生担当者向

けの各種講習会へも参加

をしており組織としては

受け入れ態勢は万全の状

況である。 

現在、在籍中の留学生

が居ない。 
特になし  

 
 



４２ 
 

5-18 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生の各種相談に対応できる体制を整えている。学生の相談内容が広域に

なり対応の際に専門的知識を伴うケースが多いため、スクールカウンセラー

や留学生担当の職員の配置など対応できるようにしている。 

SSC（スチューデント・サービス・センター）と連携をして学園として学

生相談室を設置している。 
留学生担当教員は東京都専修学校各種学校の主催の「留学生受入れ担当者

研修」を受講し、受入れ担当者の資格を取得できるようにしている。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 
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5-19 （1/2） 

5-19 学生生活 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経

済的側面に対す

る支援体制を整

備しているか 

□学校独自の奨学金制度を
整備しているか 
□大規模災害発生時及び家
計急変時等に対応する支援
制度を整備しているか 
□学費の減免、分割納付制
度を整備しているか 
□公的支援制度も含めた経
済的支援制度に関する相談
に適切に対応しているか 
□全ての経済的支援制度の
利用について学生・保護者
に十分情報提供しているか 
□全ての経済的支援制度の
利用について実績を把握し
ているか 

４ 

家族状況が急変した際
の学園の貸与型奨学金制
度を設定している。 

また、各種公的奨学金
の取り扱い窓口として対応
できるようにしている。 

震災などの支援につい
ては公的奨学金制度に基
いているが学校として独自
の見舞金などの設定があ
る。 

奨学金の利用者は年々
増加しており、家庭家計状
況や奨学金の利用状況な
どの把握に努めている。 

奨学金の卒後の返還

について返還率を上げ

ていく。 
特に学籍異動者（中途

退学・除籍者）の返還時

の支援が一方的になっ

ており通常通りの返還

につながっているかが

不明確になっている。 

退学時の面談に学費

担当者も同席し奨学金

の返還について説明す

るように整える。 

 

5-19-2 学生の健

康管理を行う体

制を整備してい

るか 

□学校保健計画を定めてい
るか 
□学校医を選任しているか 
□保健室を整備し専門職員
を配置しているか 
□定期健康診断を実施して
記録を保存しているか 
□有所見者の再健診につい
て適切に対応しているか 

５ 

定期健康診断の実施をし

ており、検診未受診者につ

いては学校からも受診をサ

ポートしている。 
学校医は選任している。 
健康診断の結果について

は適切な方法で文章保管を

している。 
再検査対象者については

学校組織的に受診を促して

いる。 

近隣の医療機関との

連携ができていない。 
学校と連携してもら

える近隣の医療機関の

策定と医療機関の一覧

を整備する。 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き □健康に関する啓発及び教
育を行っているか 
□心身の健康相談に対応す
る専門職員を配置している
か 
□近隣の医療機関との連携
はあるか 

 近隣の医療機関との連

携がない。 
   

5-19-3 学生寮の

設置など生活環

境支援体制を整

備しているか 

□遠隔地から就学する学

生のための寮を整備して

いるか 
□学生寮の管理体制、委

託業務、生活指導体制等

は明確になっているか 
□学生寮の数、利用人員、

充足状況は、明確になっ

ているか 

５ 

江戸川区に学園として

900 室の学生寮を完備し

ている。 
また、提携不動産会社

からも紹介していただけ

る体制は整えている。 
管理体制・利用状況な

どは学校として把握して

いる。 

葛西学生寮について

は満室のため学生寮の

入寮希望者に体型宿泊

などが実施できていな

い。 

学園の寮にかかわら

ず提携学生寮も含めて

体験入寮ができる体制

を整える。 

 

5-19-4 課外活動

に対する支援体

制を整備してい

るか 

□クラブ活動等の団体の

活動状況を把握している

か 
□大会への引率、補助金

の交付等具体的な支援を

行っているか 
□大会成績など実績を把

握しているか 

５ 

学内ではフットサルサー

クルとダンスサークルが活

動している。 

学内サークルの活動費

は学校から支出している。 

活動の記録は学内広報

として幅広く告知してい

る。 

特に問題なし 特に問題なし  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

奨学金利用や健康管理、学生寮、サークル活動などを学生の生活支援の一環として

実施している。養成像との直接の関わりはないが、美容分野への就学の機会や中途退

学の抑止につながっていると思われる。 

公的奨学金（日本学生支援機構・東京都育英資金） 
医療機関 
一人暮らしサポート 
サークル活動 

                            
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 
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5-20 保護者との連携 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者と

の連携体制を構

築しているか 

□保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報提

供を適切に行っているか 
□個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適

切に保存しているか 
□学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護者

と適切に連携しているか 
□緊急時の連絡体制を確保

しているか 

5 

入学直後に保護者会を

実施している。 

また、保護者会とは別

に学生のコンテストなど学

習成果発表会などにも保

護者の参加を促している。 

保護者との連携につい

ては緊急時だけではなく、

就学状況など連携が取れ

る体制を整えている。 

保護者会の参加を義

務付けていないため全

員参加には至っていな

いが、年々参加率は上が

っている。 

保護者会参加率はあ

がっている。保護者と教

員が連係し学生対応し

ていく。欠席した保護者

へは、理解しやすい資料

を送付している。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

普段の教育においても家庭からの協力を得られるように保護者会なでお願いをして

いる。具体的には出席の状況が不良の場合など一定の基準を伝え保護者に連絡を入

れて就学支援の協力を仰ぐようにしている。 

殆どの保護者からはご理解をいただき学生の就学に向けてご協力をいただけてい

る。これにより出席率の改善が見られる学生が増えた。 

保護者会 

学生面談 

保護者面談 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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5-21 卒業生・社会人 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生へ

の支援体制を整

備しているか 

□同窓会を組織し、活動状

況を把握しているか 

□再就職、キャリアアップ

等について卒後の相談に適

切に対応しているか 

□卒業後のキャリアアップ

のための講座等を開講して

いるか 

□卒業後の研究活動に対す

る支援を行っているか 

4 

卒業生を正会員とした

同窓会組織がある。同窓

会の目的は、会員相互の

親睦、キャリアアップと母

校教育の振興に寄与する

ことである。 

また卒業後支援とし

て、開業支援セミナーや

技術講習会を行ってい

る。 

仕事の都合など同窓

会やキャリアアップ講

座の参加率が悪い。 

適切な時期に、卒業

生のニーズにあったキ

ャリアアップセミナー

を行っていく。 
また卒業後も同窓会

以外でもSNS等で情報

交換ができるように工

夫する必要がある。 

 

5-21-2 産学連携

による卒業後の

再教育プログラ

ムの開発・実施に

取組んでいるか 
  

□関連業界・職能団体等と

再教育プログラムについて

共同開発等を行っているか 

□学会・研究会活動におい

て、関連業界等と連携・協

力を行っているか 

3 

美容師国家資格不合格

卒業生を対象とした資格

取得支援として、国家試

験委員による技術講習会

などを定期的に開催して

いる。 

現在は対象者が国家

試験不合格者と限定さ

れている。 

全ての卒業生を対象

とした産学連携教育の

ソフト開発を行う。 

 

5-21-3 社会人の

ニーズを踏まえ

た教育環境を整

備しているか 

□社会人経験者の入学に際
し、入学前の履修に関する
取扱いを学則等に定め、適
切に認定しているか 
□社会人学生に配慮し、長
期履修制度等を導入してい
るか 
□図書室、実習室等の利用
において、社会人学生に対
し配慮しているか 
□社会人学生等に対し、就
職等進路相談において個別
相談を実施しているか 
 

3 

入学に関しては就学

状況に応じて編入学の

措置を取ることを学則

に明記している。 
その他、社会人経験者

に特別な配慮は行って

おらず、一学生として

平等な対応を行ってい

る。 

社会人経験者の入学

が少ないが、学園生活

における社会人専用の

サポートできる体制を

つくっていく。 

社会人経験者に対す

る学園生活のサポート

システムを構築する。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒後の就職や転職の支援は整備されている。また、教育支援プログラムは年々多くし

ている。 

また、年 1 回開催されるベルエポックコンテスト終了後に、同窓会を実施し、卒業生の

再就職、人材紹介に力を入れている。 

同窓会を組織し、その繫がりで求人を頂き、実習を受け入れてもらうなど多くの成果が

表れてきている。 

近年、業界で実際に働いている卒業生講師なども採用し、在校生にとっては何

年後かの将来像となり、大きな目標にもなっている。 

同窓生を対象とした技術向上支援等の充実については、今後の検討課題となっ

ている。 

【生涯就職支援システム】キャリアアップを目指す卒業生や転職を希望する卒業

生に対して、キャリアセンターでは卒業後も就職の支援をしている。また、開業

支援プログラムや卒後技術講習会など実施をしている。 

 

 
 

 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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基準６ 教育環境 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

専門学校は実践的な学習をする教育機関である。本

校は、美容の分野で学科を展開していることから、実習

授業は大変重要であり、多くの授業時間をこれに当て

ている。 

教育環境としては、この実習に対応するハードおよ

びソフトの環境を最高のものにしておかなくてはならな

い。 

学内外の実習では、事故も起こりやすく、予測のつか

ない事態にも備えておかなくてはならない。本校では、

こうしたリスクに対し、取るべき行動を明示して学生、教

職員に徹底周知させている。 

ハード面に関しては日常点検や定期点検により不

具合のあるところは学園全体の考えで小さな不具

合もすぐに対応することが原則になっており指定

の修理会社は、小さな修理でも迅速に対応していた

だいている。 

こちらは今後も継続的に行っていく。 

 ソフト面に関しては不測の事態に備えて危機管

理を教職員で周知をしておく。 

主な実習室    

 

第１校舎 サロン実習室（２）  

シャンプー実習室 

 

第２校舎 ショーホール 

ヘアメイク実習室（撮影室） 

シャンプー実習室 

     メイク実習室（４） 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 



４９ 
 

6-22 （1/1） 

6-22 施設・設備等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-22-1  教育上の

必要性に十分対

応した施設・設

備・教育用具等を

整備しているか 

□施設・設備・機器類等は設置

基準、関係法令に適合し、かつ、

充実しているか 
□図書室、実習室など、学生の

学習支援のための施設を整備し

ているか 
□図書室の図書は専門分野に応

じ充実しているか 
□学生の休憩・食事のためのス

ペースを確保しているか 
□施設・設備のバリアフリー化

に取組んでいるか 
□手洗い設備など学校施設内の

衛生管理を徹底しているか 
□卒業生に施設・設備を提供し

ているか 
□施設・設備等の日常点検、定

期点検、補修等について適切に

対応しているか 
□施設・設備等の改築・改修・

更新計画を定め、適切に執行し

ているか 

4 

施設設備に関しては設

置基準、関係法令に準じ

て適合された施設になっ

ている。 

図書室・実習室に関し

ても同様である。 

日常点検や定期点検

により不具合のあるところ

は学園全体の考えで小さ

な不具合もすぐに対応す

ることが原則になっており

指定の修理会社は、小さ

な修理でも迅速に対応し

ていただいている。 

また卒業生に対しても

設備を提供している。 

休憩室・食事スペース

に関しては、現状そのた

めだけのスペースは確

保できていない。 
 また図書に関しては

古い書籍もあるので現

在新しくしている。 
 バリアフリー化につ

いては行なっていない。 

実習教室で食事をする

ことは適切ではないが

大きな問題だとは思わ

ない。図書については現

在、新しい書籍を取り入

れている。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

実習授業に力を入れている本校にとって、学内実習室が実際の現場で使われて

いる設備を揃えていることが、必要不可欠である。実践教育のための学内施設、設

備は整備されていると考えている。 

各教室、実習室は、各種の申請に必要な条件を全てそろえた環境として、承諾を

得ている。 

スペシャリストとしての技術を磨くための最新施設や機器を完備し、プロの現場と

同じ器具、同じ環境で実習授業を受けることで、学生の学習意欲を喚起し、専門就

職、資格合格率向上につなげる。 

平成 28 年度は開講以来はじめて大掛かりな実習室のリニューアルを行った。 

授業以外でも、個別の課題に取り組む環境を用意している。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



５０ 
 

6-23 （1/1） 

6-23 学外実習、インターンシップ等 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、

インターンシッ

プ、海外研修等の

実施体制を整備

しているか 

□学外実習等について、意

義や教育課程上の位置づけ

を明確にしているか 
□学外実習等について、実

施要綱・マニュアルを整備

し、適切に運用しているか 
□関連業界等との連携によ

る企業研修等を実施してい

るか 
□学外実習について、成績

評価基準を明確にしている

か 
□学外実習等について実習

機関の指導者との連絡・協

議の機会を確保しているか 
□学外実習等の教育効果に

ついて確認しているか 
□学校行事の運営等に学生

を積極的に参画させている

か 
□卒業生・保護者・関連業

界等、また、学生の就職先

に行事の案内をしているか 

4 

海外研修の渡航先に関し

ては、各学科の目指す業界

に対して一番の先進国であ

り、そこでの活動を十分に

体験出来ることを前提に選

定している。 
学科コースごとに特色の

ある海外研修先を選び１年

次の１１月～１２月に７～

８日間の日程で実施してい

る。現在はフランス（パリ）、

ロンドンが研修場所として

行っていたが、社会情勢も

鑑みアメリカのロサンゼル

スの研修も追加した。 
また学外実習においては

実習前に必ず意義や目的、

注意事項など授業を行い、

実習後も振り返りや評価を

行っている。 
評価については学生便覧

に準拠して行っている。 
実習受け入れ先において

は必ず教職員がお礼訪問を

実施して連携を図り学生に

対しても業界からの評価を

フィードバックしている。 

現在、ヨーロッパ情勢

の影響と金額が高額な

ため海外研修の参加が

減少している。 
学外実習に関しては、

美容室と学生のマッチ

ングが必要である。 

ヨーロッパ以外で新規

開拓を行い、安心して研

修が受けられる受け入

れ先を検討している。 
学外実習に関しては、

美容室が実習で求めて

いることをヒヤリング

し、学生は事前に聞くこ

とで不安を取り除いて

いる。 
 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学外実習・海外研修を行うことで、学園の理念である「実学教育」「人間教育」「国際教

育」の全てと関わることになり、その教育効果は大きいものと考えている。 

美容師科では約１０日間に及ぶ現場実習を実施している。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 
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6-24 （1/2） 

6-24 防災・安全管理 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対

する組織体制を

整備し、適切に運

用しているか 

□学校防災に関する計画、

消防計画や災害発生時にお

ける具体的行動のマニュア

ルを整備しているか 

□施設・建物・設備の耐震

化に対応しているか 

□防災・消防施設・設備の

整備及び保守点検は法令に

基づき行い、改善が必要な

場合は適切に対応している

か 

□防災（消防）訓練を定期
的に実施し、記録を保存し
ているか 

□備品の固定等転倒防止な

ど安全管理を徹底している

か 

□学生、教職員に防災教

育・研修を行っているか 

5 

防災に対しては、マニ

ュアルの整備を整備して

Web 上で確認ができる

ようにした。またスタッ

フの役割分担、学生への

情報提供など体制の整備

は昨年同様されている。 
毎年、防災訓練として

避難訓練やＡＥＤの研修

を行っている。 

中途入職スタッフへ

のマニュアルの迎合に

ついては、翌年度の計

画・訓練に包括してい

る。 

入職時に危機管理の

一環として社員教育に

取り入れる。 

 

6-24-2 学内にお

ける安全管理体

制を整備し、適切

に運用している

か  

□学校安全計画を策定して

いるか 

□学生の生命と学校財産を

加害者から守るための防犯

体制を整備し、適切に運用

しているか 

□授業中に発生した事故等

に関する対応マニュアルを

作成し、適切に運用してい

るか 

5 

機密書類の保管など文

章化し統率が取れるよう

整備をした。 
 学内サロン次週マニュ

アルを整備して Web 上

で確認ができるようにし

た。 

防犯カメラの設置な

ど行っているが、予想外

の盗難など発生してい

る。 

防犯教育の強化と防

犯カメラの増設設置を

行う。 

 

 



５２ 
 

6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

6-24-2 続き □薬品等の危険物の管理に
おいて、定期的にチェック
を行うなど適切に対応して
いるか 
□担当教員の明確化など学
外実習等の安全管理体制を
整備しているか 

 アルコールなど可燃有

機溶媒があるが冷暗所保

管など適切な保管を行っ

ている。 
学内実習においては、

十分な体制がとられてい

る。外部実習に関しては

実習先との連携を密に取

ることで危機管理につな

げている。 

   

 
 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

防災、火災訓練を実施し、学生、教職員、講師へ非難手順や方法を指示し実施して

いる。 

救急時における知識の習得と意識付けは出来ている。 

 防犯対策として、防犯カメラの増設設置（27 台）を行った。 

・防災訓練の映像化（ＤＶＤ）がされており、学生・教職員・講師全員が視聴し、

防災の意識を高めている。 

※学生避難訓練：平成 29 年 1 月 16 日実施 

※職員消火訓練：平成 29 年 1 月 16 日実施 

・ＡＥＤの全校舎設置 

校舎入り口付近に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）計２台を設置している。月に

一度自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の点検をしている。 

教職員には、使用方法の講習済みである。校舎入り口にシールを貼り、設置を

知らせているので近隣の方々にも緊急の際使用できるようにしている。 

 
 
 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



５３ 
 

基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は、東京都専修学校各種学校協会に加盟し、同協会の

定めたルールに基づいた募集開始時期、募集内容（推薦入試に

よる受け入れ人数等） を遵守している。また過大な広告を一切

廃し、必要な場合は根拠数字を記載するなど、適正に学校募集

が出来るように配慮している。さらに学内に、広告倫理委員会を

設置し、広報活動の適正さをチェックしている。 

広報・告知に関しては、各種媒体、入学案内、説明会への参

加やホームページを活用して学校告知を実施し、教育内容等を

正しく知ってもらうように努めている。 

これら、すべての広報活動等において収集した個人情報・出

願・入学生の個人情報など本校に関わるものの個人情報は、校

内に個人情報保護委員会を設置し、厳重に管理し、流失および

他目的使用のないように管理と研修の徹底を図っている。 

入学選考に関しては、スケジュールを募集要項に明示し、決

められた日程に実施している。 

入学試験終了後は、学校長・事務局長（局次長）・広報センタ

ー長（事務局）、全学科長により構成される、「選考会議」により合

否を確定する。面接・書類内容・選考試験が実施されている場

合、その結果を踏まえ、将来美容業界で働くことに適性があるか

総合的に判断している。 

学納金や預かり金、教材及び講師の見直しを毎年行ってお

り、学費及び諸経費の無駄な支出をチェックしている。 

各学科から、素案として提出されたものを、全学科責任者参加

の運営会議でチェック確認を行い、その結果を最終的に学校事

務責任者がチェックしている。 

保護者への授業料及び諸経費の提示についても、入学前の段

階において、年間必要額を明示し、期の途中で追加徴収を基本

的に行わないようにしている。 

東京都専修学校各種学校協会に加盟し、同協会の定

めたルールに基づいた募集開始時期、募集内容（推

薦入試による受け入れ人数等） を今後も遵守して

いく。 

学校案内 
募集要項 
説明会案内 
学校ホームページ 
SNS（Twitter、Instagram） 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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7-25 （1/2） 

7-25 学生募集活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校

等接続する教育

機関に対する情

報提供に取組ん

でいるか 

□高等学校等における進学

説明会に参加し教育活動等

の情報提供を行っているか 

□高等学校等の教職員に対

する入学説明会を実施して

いるか 

□教員又は保護者向けの

「学校案内」等を作成して

いるか 

5 

高等学校の進学ガイ

ダンスに積極的に参加

している。また在校生

の出身高校に近況の報

告も行っている。高校

教員や保護者専用のパ

ンフレットも存在し学

校の理解を深めて頂い

ている。 

特になし 特になし  

7-25-2 学生募集

を適切かつ効果

的に行っている

か 

□入学時期に照らし、適切

な時期に願書の受付を開始

しているか 

□専修学校団体が行う自主
規制に即した募集活動を行
っているか 
□志願者等からの入学相談
に適切に対応しているか 

□学校案内等において、特

徴ある教育活動、学修成果

等について正確に、分かり

やすく紹介しているか 

□広報活動・学生募集活動
において、情報管理等のチ
ェック体制を整備している
か 

5 

本校は、東京都専修学校各

種学校協会に加盟し、同協

会の定めたルールに基づい

た募集開始時期、募集内容

（推薦入試による受け入れ

人数等）を遵守している。 
我々は学生募集活動、広報

活動は入学前教育という位

置づけにしており、受験生

の ①職業適性の発見・開

発②目的意識の開発 の支

援をしていく重要なプログ

ラムあるという考えであ

る。 
情報管理については充分

に留意して取り扱ってい

る。 

特になし 特になし  

 

 



５５ 
 

7-25 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □体験入学、オープンキャ

ンパスなどの実施におい

て、多くの参加機会の提供

や実施内容の工夫など行っ

ているか 

□志望者の状況に応じて多

様な試験・選考方法を取入

れているか 

5 

基本高校生が休みの土曜

日、日曜日にオープンキャ

ンパスの日程を組んでい

る。また平日の学校見学も

行っている。 

なし なし  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生募集活動は、学則を基に、その年の入学案内、募集要項の通り、適正に行

われていると考えている。 

 

美容・ファッションの聖地といわれる原宿で業界と直結した実践的な教育を広報

で発信するよう努めている。 

授業内容や、体験授業でその体験化を図り、ＨＰやスマホ、Twitter などで多くの

人に見てもらえるように情報発信に注力している。 

 
 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 
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7-26 （1/2） 

7-26 入学選考 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考

基準を明確化し、

適切に運用して

いるか 

□入学選考基準、方法は、

規程等で明確に定めている

か 
□入学選考等は、規程等に

基づき適切に運用している

か 
□入学選考の公平性を確保

するための合否判定体制を

整備しているか 

5 

入学選考に関しては、

基準を募集要項に明示

し、決められた日程に実

施している。 

入学試験後は、全学科

長により構成される、「選

考会議」により基準に基

づいて合否を確定してい

る。 

 平成28年度の入学選

考に関して、基準を明

確化し適切に運用する

事ができたので、特に

問題・課題はなし 

特になし  

7-26-2 入学選考

に関する実績を

把握し、授業改善

等に活用してい

るか 

□学科毎の合格率・辞退率

などの現況を示すデータを

蓄積し、適切に管理してい

るか 

□学科毎の入学者の傾向に

ついて把握し、授業方法の

検討など適切に対応してい

るか 

□学科別応募者数・入学者
数の予測数値を算出してい
るか 
□財務等の計画数値と応募
者数の予測値等との整合性
を図っているか 

4 

学科ごとに資格合格率

の管理、辞退率の管理を

データで蓄積している。 

入学者の調査書やオー

プンキャンパスの対応の

中で入学前から事前情報

として整理をし、教育を実

施している。 

入学者数の予測に対し

て適性に財務予算を算出

している。 

受験生個々の状況と

昨年度の実績に基き入

学辞退を予測して入試

を行っていたが、入学

定員を超過しての入学

生を迎え入れることと

なった。 

受験生個々の状況把

握の精度を上げる。 
入学辞退者が出ない仕

組みづくりを構築する

ことで入学定員超過を

防ぐよう心がける。 

 

7-26 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考の基準は明確に定められ適性に入学選考が行われている。 
入学者数の予測を踏まえ財務を考えている。 

入学選考評価シートを活用した評価の画一化 
職員研修による学費相談の研修を実施 

 
 

 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 三井 真以子 



５７ 
 

7-27 （1/1） 

7-27 学納金 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容

に対応し、学納金

を算定している

か 

□学納金の算定内容、決定

の過程を明確にしているか 

□学納金の水準を把握して

いるか 

□学納金等徴収する金額は
すべて明示しているか 

5 

学費及び諸経費の無駄

な支出をチェックしてい

る。 

その上で学費の見直し

を毎年実施するようにして

いる。学納金はすべて明

示している。 

特になし 特になし  

7-27-2 入学辞退

者に対し、授業料

等について、適正

な取扱を行って

いるか 

□文部科学省通知の趣旨に

基づき、入学辞退者に対す

る授業料の返還の取扱いに

対して、募集要項等に明示

し、適切に取扱っているか 

5 

文部科学省通知の趣旨

に基づき学生募集要綱に

返還の基準を明確にして

いる。 

特になし 特になし  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金については算定の内容を明確にしておりかつ毎年見直しを行い決定

している。入学辞退者の授業料の扱いも文部科学省の通知趣旨に則って行っ

ている。 

入学金、授業料、諸費用を分けて学費徴収することで、教科書・教材費に

関して無駄な費用請求を無くしている。 
入学辞退者に関して 3 月 31 日までの申請に関しては、原則入学金以外の費

用を受験生に返還している。 

 
 
 

 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



５８ 
 

基準８ 財 務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

５年を見越した長・中期的事業計画を毎年立て、収支

計画も作成している。収入と支出のバランスは、理事会で

毎年確認されている。 

また、学園の本部機能は、学校の財務体制をしっかりと

管理し、健全な学校運営ができるような仕組みになってい

る。 

 

また、財務監査は学園本部監査スケジュールを元に、

会計監査人（公認会計士）、監事、理事メンバーで実施さ

れて、健全な財務体制を築いている。 

   
さらに、私立学校法に基いた財務情報公開の体制を下

記の通りとっている。 

 
Ⅰ．組織体制 
   １．法人統括責任者 
   ２．学校統括責任者 
   ３．（学校事務担当者） 
Ⅱ．公開書類 

１．財務諸表（財務目録・貸借対比表・収支決

算書） 
２．事業報告 
３．監査報告書 

Ⅲ．閲覧場所 
   法人本部 

 
 この体制を平成１７年４月から実施、情報の公開開示

も実施している。 

今までどおりの健全な財務体制を維持していく。 学園本部は 
 

１．事業計画の収支計画のチェック 
２．消費収支計算書予算対比 
３．資金収支内訳表 
４．人件費支出内訳表 
５．消費収入内訳表 
６．固定資産明細票 
７．借入金明細表及び基本明細票 
    

を、管理・運営し、学校の経営を支えている。 

 

財務の責任体制も明文化されており 

 

   １．法人統括責任者（常務理事） 
   ２．学校統括責任者（学校運営の現場責任者＝

事務局長） 
   ３．学校事務担当者（学校の経理責任者＝学生

サービスセンター長） 
   

この組織体制と、公認会計士の監査のもと、適正な財務

監査を実現している。 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



５９ 
 

8-28 （1/2） 

8-28 財務基盤 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び

法人運営の中長

期的な財務基盤

は安定している

か 

□応募者数・入学者数及び

定員充足率の推移を把握し

ているか 

□収入と支出はバランスが

とれているか 

□貸借対照表の翌年度繰越

収入超過額がマイナスにな

っている場合、それを解消

する計画を立てているか 

□消費収支計算書の当年度
消費収支超過額がマイナス
となっている場合、その原
因を正確に把握しているか 
□設備投資が過大になって
いないか 
□負債は返還可能の範囲で
妥当な数値となっているか 
 

5 

５年間の中長期的事

業計画を立て、その中で

収支計画を作成してい

る。５年間の計画を立て

ることによって、短期的 

視点だけではなく中長期

的な視点に立って学校

運営を計画することにな

る。 

チェック機能を充実

させており、常に情報

を把握できる体制を整

えている。 
設備投資については

中長期的期間を見据え

計画的に行われてい

る。 

特になし 特になし ・学校法人東京滋慶学

園財務諸表 
・事業計画 

8-28-2 学校及び

法人運営に係る

主要な財務数値

に関する財務分

析を行っている

か 

□最近 3 年間の収支状況

（消費収支・資金収支）に

よる財務分析を行っている

か 

□最近 3 年間の財産目録・

貸借対照表の数値による財

務分析を行っているか 

 

５ 

５ヵ年の計画に基づい

た収支計算を行ってお

り、本部による計算書類

（資金収支計算書、消費

収支計算書、貸借対照表

及び各明細書）の作成及

び学園本部によるチェッ

クが行われている。 

特になし 特になし 学校法人東京滋慶学園

財務諸表 

 

 



６０ 
 

8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き □最近 3 年間の設置基準等

に定める負債関係の割合推

移データによる償還計画を

策定しているか 

□キャッシュフローの状況

を示すデータはあるか 

□教育研究費比率、人件費

比率の数値は適切な数値に

なっているか 

□コスト管理を適切に行っ

ているか 

□収支の状況について自己

評価しているか 

□改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を

策定しているか 

     

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

短期・中期・長期の収支計画を立て財務状況の健全維持に努めている。収

支・キャッシュフローの状況についても適宜確認できるようになっている。 
学外に学校会計を担う株式会社があり財務面での処理については中立公正

の立場で会計処理を実施しているので不正行為も未然に防げるようになって

いる。 

学校法人東京滋慶学園財務諸表 

 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６１ 
 

8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標

との整合性を図

り、単年度予算、

中期計画を策定

しているか 

□予算編成に際して、教育

目標、中期計画、事業計画

等と整合性を図っているか 
□予算の編成過程及び決定

過程は明確になっているか 

5 

収支計画（予算）は５年間

作成され、そのうち次期１年

間の予算については具体的

に作成する（中長期計画→

短期的計画）。予算の編成課

程も明確である。 

特になし 特になし ・事業計画 

8-29-2 予算及び

計画に基づき、適

正に執行管理を

行っているか 

□予算の執行計画を策定し

ているか 

□予算と決算に大きな乖離

を生じていないか 

□予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行っ

ているか 

□予算規程、経理規程を整
備しているか 
□予算執行にあたってチェ
ック体制を整備するなど誤
りのない適切な会計処理行
っているか 

5 

財務基盤の安定を図る

ために、指揮命令の系統

を明確にし、計画（予算）

の確実な遂行、予算実績

対比により計画通りに実

行されているかを確認し

ている。 
予算超過が見込まれる

場合は修正予算を本部チ

ェックの下行われてい

る。 

特になし 特になし ・事業計画 
・予算管理システム 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

厳しいチェック及び評価が行われ、いわゆる債務超過になったり、資金不足になった

りする状況にはなっていない。そのため、中長期的には財務基盤は安定し、本校の学

校運営も安定していると考えている。 

５ヵ年計画に基づいた収支計画は中長期的な視点で物事を考えることができるため、

財務基盤の安定に資するための大規模な計画もじっくりと立てることができ、この方針は

今後も続けていくと考えている。 

本部による財務状況のチェックを毎月受けている。また監事及び公認会計

士による監査、行政への報告などを行っている。 

 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６２ 
 

8-30 （1/1） 

8-30 監査 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校

法及び寄附行為

に基づき、適切に

監査を実施して

いるか 

□私立学校法及び寄附行為
に基づき、適切に監査を実
施しているか 
□監査報告書を作成し理事
会等で報告しているか 
□監事の監査に加えて、監
査法人による外部監査を実
施しているか 
□監査時における改善意見
について記録し、適切に対
応しているか 

5 

学校法人東京滋慶学園

は公認会計士による監査

と監事による監査を実施

し、その結果を監査報告

書に記載し、理事会及び

評議員会においてその報

告をしている。 

 

特になし 特になし ・寄付行為 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

現在のところ、監査報告書は適正な計算書類を作成している旨の意見が述べら

れており、適正な計算書類を作成していると考える。 

監査を有効に実施してもらうために、証憑書類の整理、計算書類の整備、各種財

務書類の整理整頓に努めている。 

私立学校法上義務付けられている「監事による監査」を受けているが、それに加

えて、補助金対象ではない当学校において「公認会計士による監査」も受けてい

る。これによって適正な計算書類の作成とその信頼性の確保に努力している。 

 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６３ 
 

8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校

法に基づく財務

公開体制を整備

し、適切に運用し

ているか 

□財務公開規程を整備し、

適切に運用しているか 
□公開が義務づけられてい

る財務帳票、事業報告書を

作成しているか 
□財務公開の実績を記録し

ているか 
□公開方法についてホーム

ページに掲載するなど積極

的な公開に取組んでいるか 

5 

法律改正に迅速に取

り組み、外部関係では

寄附行為の変更認可及

び行政への届出、そし

て内部関係では財務情

報公開規程及び情報公

開マニュアルを作成

し、財務情報公開体制

を整備した。 

特になし 特になし  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

財務情報公開の体制整備は平成１７年４月１日には終了し、体制整備はできている。

学園の特徴は、法改正の変化に迅速に対応できる機動力である。今後ともどんな法改

正にも迅速に対応していくと考えている。 

「財務情報公開規程」「情報公開マニュアル」によって、秩序整然たる順序に基づい

て情報公開に対処している点が特徴として挙げることができる。 

 
                            
 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６４ 
 

 

基準９ 法令等の遵守 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法令を遵守するという考えを学園の方針に掲げ、教

職員全員でその方針を理解し実行に努めている。法人

理事会の元に、コンプライアンス委員会を設立し、学校

運営が適正かどうか判断している。 

 

現状では、学校運営/学科運営が適正かどうかは、

各調査においてチェックできるようにしている。 

 
また、組織体制強化やシステム構築にも努めている。 

 （１）組織体制 
    ①財務情報公開組織体制（あり） 
    ②個人情報管理組織体制（あり） 
    ③広告倫理管理組織体制 
    ④地球温暖化防止委員会 
    ⑤進路変更委員会 
 
 （２）システム 
    ①個人情報管理システム 
    ②建物安全管理システム 
    ③防災管理システム 
    ④物品購入棚卸システム 
    ⑤コンピュータ管理システム 
 

各委員会、組織体制、システムで、常に健全な学校・

学科運営ができるように努めている。 

学校運営の現状にあった報告届け出を行い、健全な

運営体制を維持する。 
各調査 
１．学校基本調査（文部科学省） 
２．国家資格対象学科 年次報告と年次指導調査

（厚生労働省） 
３．自己点検・自己評価（私立専門学校等評価研

究機構） 
４．学校法人調査（日本私立学校事業団） 
５．専修学校各種学校調査（東京都専修学校各種

学校協会） 
※調査内容：学校の現状 

在籍調査 
学生・生徒納付金調査 
卒業者の就職状況調査 
就職希望者内定状況調査 
財務状況調査 
財務情報公開に関する調査 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６５ 
 

9-32 （1/1） 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専

修学校設置基準

等を遵守し、適正

な学校運営を行

っているか 

□関係法令及び設置基準等

に基づき、学校運営を行う

とともに、必要な諸届等適

切に行っているか 
□学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に運

用しているか 
□セクシュアルハラスメン

ト等ハラスメント防止のた

めの方針を明確化し、防止

のための対応マニュアルを

策定して適切に運用してい

るか 
□教職員、学生に対し、コ

ンプライアンスに関する相

談受付窓口を設置している

か 
□教職員、学生に対し、法

令遵守に関する研修・教育

を行っているか 

4 

関係法令及び設置基

準に基づき学校運営が行

われており必要な届出も

適切に行っている。 

 また社会規範を尊重

し、高い倫理観に基づき

ハラスメント防止のため

の対応がマニュアルとし

て明確化されている。 
学園としてコンプライ

アンス遵守の方針を打ち

出し、各校への啓蒙活動

も行っている。 
学校責任者を中心にコ

ンプライアンスの研修を

受講している。また学園

主導でコンプライアンス

の整備も行っている。 

主要職員への法令遵

守の意識強化ができて

いない。 

段階を追ってコンプ

ライアンスの研修を通

じて法令遵守の意識を

根ざしていく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法令や設置基準の遵守に対する方針は文章化し、法令や設置基準の遵守に対

応する体制作りは、平成１７、平成１８年度で完全に整備させた。 

また、教職員の啓蒙として、法令や設置基準を遵守に対する教育または研修を、

実施している。 

監事による毎年の監査に際して、業務監査の対象としてコンプライアンスの実施

状況についても監査してもらっている。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６６ 
 

9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保

有する個人情報

保護に関する対

策を実施してい

るか 

□個人情報保護に関する取

扱方針・規程を定め、適切

に運用しているか 
□大量の個人データを蓄積

した電磁記録の取扱いに関

し、規程を定め、適切に運

用しているか 
□学校が開設したサイトの

運用にあたって、情報漏え

い等の防止策を講じている

か 
□学生・教職員に個人情報

管理に関する啓発及び教育

を実施しているか 

4 

個人情報保護に関する

研修を全職員的に受講し

意識向上に努めた。 

個人情報の整理をして

管理運営を始めた。 

本校が公開している情

報については全てセキュリ

ティならびに内容審査をク

リアしている。 

学校のホームページつ

いては TRUSTe の認証を

受けている。 

細部における個人情

報の取り扱いを徹底す

ること。 

個人情報保護・管理につ

いて客観的な審査を職

員個々が受けるような

仕組みづくりが必要。 

個人情報管理シート 
CPA 研修 
CPO 研修 
TRUSTe 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

社会的にも個人情報流出のニュースが目立ち、必然的に学園主導ではあるが個

人情報の取り扱いの意識向上につながった。 

また、個人情報の取り扱いに関する情報整理やルールの策定、職員の研修など

を整備したことにより管理の透明性を図ることができた。 

個人情報管理シート 

CPA 研修 

CPO 研修 

TRUSTe 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６７ 
 

9-34 （1/2） 

9-34 学校評価 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価

の実施体制を整

備し、評価を行っ

ているか 

□実施に関し、学則及び規
程等を整備し実施している
か 

□実施に係る組織体制を整

備し、毎年度定期的に全学

で取組んでいるか 

□評価結果に基づき、学校

改善に取組んでいるか 

5 

自己点検・自己評価の実

施に際して、現状と学則の差

異の有無を確認している。ま

た、年度ごとの定期実施を行

っている。結果に基づき是正

改善に努めている。 

特になし 特になし  

9-34-2 自己評価

結果を公表して

いるか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

5 

自己点検・自己評価結果を

報告書としてまとめてい

る。 
全文公開している。 

特になし 特になし  

9-34-3 学校関係

者評価の実施体

制を整備し評価

を行っているか 

□実施に関し、学則及び規

程等を整備し実施している

か 

□実施に際して組織体制を

整備し、実施しているか 

□設置課程・学科に関連業

界等から委員を適切に選任

しているか 

□評価結果に基づく学校改
善に取組んでいるか 

5 

実施は学則に則って実

施している。 
また、外部から有識

者・業界関係者・職能団

体関係者など招聘し委員

会を組織している。委員

会は定期的に開催し、評

価結果に基づき改善を行

っている。 

特になし 特になし  

9-34-4 学校関係

者評価結果を公

表しているか 

□評価結果を報告書に取り

まとめているか 

□評価結果をホームページ

に掲載するなど広く社会に

公表しているか 

5 

委員会実施の際は必ず

議事録を取っている。 
評価結果はホームペー

ジに掲載し、公開してい

る。 

特になし 特になし  

 
 



６８ 
 

9-34 （2/2） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校評価は適切な手順・方法で実施をされており、評価結果についても学

校情報の一部として公開をしている。 
学校ホームページにて学校情報を公開している。 
・学校評価(平成 28 年度) 

  

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



６９ 
 

9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報

に関する情報公

開を積極的に行

っているか 

□学校の概要、教育内容、

教職員等教育情報を積極的

に公開しているか 
□学生、保護者、関連業界

等広く社会に公開するため

の方法で公開しているか 4 

学校ホームページを利

用して、学校情報として

公開している。 
学校情報についてはト

ップページに誘導するた

めの入口を設置してい

る。（行政指導に準じてい

る） 
掲載情報は随時情報更

新している。 

特になし 特になし  

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

自己点検・自己評価の結果を学校情報としてホームページ上に公開している。

情報公開という点では公開手段は現社会情勢に合った方法をとっており、実施内

容は問題ないと考えている。 

学校ホームページに下記情報を掲示している。 
・学校情報：トップページよりリンク 
・職業実践専門課程：トップページよりリンク「別紙様式４」への導線を敷いて

いる。 

 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 東 健一 



７０ 
 

 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学園のミッションとして「職業人教育を通じて

社会に貢献する」を掲げている。そのことを元に

地域の方々に向けたネイルサロン、エステサロン

の実施、また、高齢者サークルへの美容施術の出

張イベントなど、美容を通じた社会貢献を独自に

行っている。 
  
 また、ニートやフリーター、通信制高校出身者

など学習習慣のない入学生に向けても、サポート

体制を整えるなど広く学べる環境を提供してい

る。 
 
 ボランティアなどの他者支援活動は「原宿」中

心に地域に密着した貢献活動を行っている。 

地域社会貢献活動は継続実施する。 
また、能動的他者支援活動を活性化する。 
そのために地域婦人会と共同して、高齢者への美

容施術ボランティアを試験的に実施し、効果測定後、

恒常的活動として導入する。 

 
原宿神宮前商店会が主催する、地域清掃活動に毎

月学校スタッフが参加し、地域の清掃活動を行って

いる。また、この取り組みが評価され、原宿神宮前

商店会の会長八木原保氏から感謝状をいただき、表

彰された。 
地域町内婦人会、原宿プラチナ会の共同事業とし

て、ネイルサロンを実施している。在校生が地域交

流センター神宮前に出張し、爪のケア、ハンドマッ

サージ、カラーリングをボランティアで実施してい

る。 
原宿を中心に活動をしている高校生サークルＨ

ＳＰ（High School Project 関東を代表する高校生

イベント企画運営団体）への施設貸出を実施。 
中学校・高校からの修学旅行生への体験講座の実

施。 

 
最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 



７１ 
 

10-36 （1/2） 

10-36 社会貢献・地域貢献 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-1 学校の教

育資源を活用し

た社会貢献・地域

貢献を行ってい

るか 

□産・学・行政・地域等との

連携に関する方針・規程等を

整備しているか 

□企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同研

究の実績はあるか 

□国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか 

□学校施設・設備等を地域・

関連業界等・卒業生等に開放

しているか 

□高等学校等が行うキャリ

ア教育等の授業実施に教員

等を派遣するなど積極的に

協力・支援しているか 

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援してい

るか 

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開講

しているか 

□環境問題など重要な社会

問題の解決に貢献するため

の活動を行っているか 

□学生・教職員に対し、重要

な社会問題に対する問題意

識の醸成のための教育、研修

に取組んでいるか 

4 

地元のサロンの方々と

のネットワークは固い

が、地域団体とのつなが

りはまだ弱い。 
学生サロンの活用で、

美容の魅力を中高生～

高齢者まで伝えている。 
不定期ではあるが、地

元企業の行うファッシ

ョンショーなどに会場

を貸す場合がある。 
地域清掃を定期的に行

っている。 
地球温暖化防止のた

め、学園として、環境・

安全・衛生委員会を設置

し、室内温度を２８℃に

設定し、5 月 1 日から 10
月 31 日まで、スタッフ

の服装のガイドライン

を取り決め、クールビズ

を実施している。 
 

不定期開催のため恒常

的に社会貢献・地域貢献

できるよう努める。 

地域の方々と連携を

強め地域貢献をしてい

く。 
また高等学校が行う

キャリア教育にも積極

的に連携していく。 

 



７２ 
 

10-36 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流

に取組んでいる

か  

□海外の教育機関との国際

交流の推進に関する方針を

定めているか 

□海外の教育機関と教職員

の人事交流・共同研究等を行

っているか 

□海外の教育機関と留学生

の受入れ、派遣、研修の実施

など交流を行っているか 

□留学生の受入れのため、学
修成果、教育目標を明確化
し、体系的な教育課程の編成
に取組んでいるか 

□海外教育機関との人事交

流、研修の実施など、国際水

準の教育力の確保に向け取

組んでいるか 

□留学生の受入れを促進す

るために学校が行う教育課

程、教育内容・方法等につい

て国内外に積極的に情報発

信を行っているか 

4 

国際センターを中心に

留学生の受け入れを行

っているが、本校ではま

だ少ない。 
海外の大学などからの

視察は積極的に受け入

れており、必要の応じて

美容体験などができる

ようにしている。 

国際交流に対してのシ

ステムがほぼない状態

である。 

内容を精査し国際交流

の取り組みが出来るよ

う努める。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校としての社会貢献・地域貢献はその活動規模が小さいため目立っては

いないが、教育につなげて実施はしている。 
また、学園をあげての取り組みとして、地球温暖化防止のための日常行動

の注意喚起がある。 

地球温暖化対策の中で、学生への啓蒙活動としてポスターを掲示している。 
現在は、教職員に対してはクールビズとウォームビズ、電気使用について

節電を徹底し、発電における CO2排出の抑制に努めている。 

 
 最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 



７３ 
 

10-37 （1/1） 

10-37 ボランティア活動 

 

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課   題 課題の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボ

ランティア活動

を奨励し、具体的

な活動支援を行

っているか 

□ボランティア活動など

社会活動について、学校

として積極的に奨励して

いるか 
□活動の窓口の設置な

ど、組織的な支援体制を

整備しているか 
□ボランティアの活動実

績を把握しているか 
□ボランティアの活動実

績を評価しているか 
□ボランティアの活動結

果を学内で共有している

か 

５ 

学内で盲導犬協会な

どの募金箱設置など取

り組みはしている。 
地域イベント、お祭

り、原宿 Kawaii など、

総勢 200 名以上の学生

がボランティアとして

参加。 

ボランティア活動の

次につながるような活

動をしていく。 

ボランティア活動のル

ール整備と積極的に参

加をしていく。 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

地域密着イベントに教育的観点から学生と共にボランティアとして参加を

しており、今後も積極的に取り組んでいく。 
・全国盲導犬協会の募金箱を校舎毎に設置 
・赤い羽根共同募金寄付 
・歳末助け合い運動寄付 

 
 

 
 
 
 
 
 

最終更新日付 2017 年 5 月 31 日 記載責任者 藤本 拓也 


